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WWF
WWF は 3,500 万人以上のフォロワーを擁し、100 ヵ国以上の国において自然保
護における指導的役割を果たし、世界的なネットワークを形成する独立した自然
保護団体である。WWF の使命は、地球環境の悪化を食い止め、人類が自然と調和
する社会を築くことであり、そのために世界の生物多様性を守り、再生可能な自
然資源の持続可能な利用が確実に行われるようにし、環境汚染と浪費的な消費の
削減を進めている。

ZSL 動物学研究所（Institute of Zoology）
ロンドン動物学協会（Zoological Society of London: ZSL）は世界各地の生き物の
働きと生物多様性を回復するために、人と野生生物が共生する社会の実現に貢献
する科学に基づく自然保護団体である。この世界で絶滅に瀕している、あるいは
絶滅のおそれがある動物たちを救済するため共闘する自然保護主義者の強力な活
動主体となっている。

ZSL は WWF と共に「生きている地球指数（Living Planet Index: LPI）」を管理し
ている。
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いま私たちは、現在および未来の世代の人々の幸せな暮らしを脅かす、相
互に関連する 2 つの危機にさらされています。人類が引き起こした気候変
動（地球温暖化）と生物多様性の損失という危機です。私たちの未来は生
物多様性と安定した気候に大きく依存しているため、自然環境の悪化と気
候変動の関係性を理解することがきわめて重要となっています。

今回の『生きている地球レポート』の主要テーマは、自然環境の悪化と気
候変動がどう関係しているのか、これらが人類と生物多様性に及ぼす影響
を理解すること、そして公平かつ持続可能な明るい未来を構築することに
あります。複雑で相互に関連するこの課題に取り組むなかで、万能薬のよ
うな解決策は存在せず、知識の源もひとつでは済まないことがわかってき
ました。本書を作成するにあたっても、私たちは各方面から意見を集め、
世界各地からさまざまな知識や情報を活用しました。

自然に対する最大の脅威は、やはり土地利用の変化にあり、陸、淡水、海
に生きる動植物の多くの種の生息環境が、破壊され、分断されています。
とはいえ、温暖化による気温上昇を 1.5℃にとどめることができなければ、
今後何十年にもわたり、気候変動が生物多様性損失の主要な要因となるお
それがあります。すでに気温上昇により多くの個体が死に至っており、絶
滅してしまった種も確認され始めています。気温が 1℃上昇するたびにこ
うした生物の減少が加速し、それが及ぼす人類への影響も増大すると予想
されます。本書では、最前線に立つ人々が気候変動と生物多様性の損失に
よって生じた地域の変化とどう戦っているかについて 3 つのストーリーで
紹介します。

生物多様性指数は自然界がどのように変化してきたかを理解するのに役に
立ちます。また、50 年近くにわたり自然の健全性を追跡してきた「生き
ている地球指数」も、哺乳類、鳥類、爬虫類、両生類、魚類の個体群の変
化を追跡し、早期の警告を発する指標となっています。

現在までの最も広範な知見を踏まえ、本書は 1970 年から 2018 年の間に
調査の対象とした野生生物の相対的な個体群が平均 69% 減少したことを
示しています。地域別に最も減少率が大きかったのは中南米（94%）で、
世界全体では淡水種の個体群が最も大きく減少しています（83%）。

新たなマッピング解析技術により、生物多様性の変化と気候変動の規模
と速度について包括的な全体像が把握できるようになりました。例えば、

概要
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2022 年 2 月に出版された気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第 2 作
業部会報告書には、私たちが作成した新たな生物多様性リスクマップが掲
載されています。これらのマップは何十年にもわたる研究の成果であり、
コンピュータの計算時間にすると 100 万時間以上にもなります。また、
国際自然保護連合（IUCN）レッドリストのデータを使用してさらに解析
を行い、農業、狩猟・漁獲、森林伐採、汚染、外来種、気候変動という主
要な脅威 6 種類を重ね合わせて、陸上脊椎動物にとっての「絶滅リスク多
発エリア」を明らかにすることができました。

人間と自然がともに繁栄する未来を具体的にイメージするために、『生き
ている地球レポート 2020』で紹介した「生物多様性の回復シナリオ」な
どのシナリオやモデルを使用することで、さまざまな気候シナリオおよび
開発シナリオにおいて生物多様性の損失を最も効果的に防ぐ方法を検討す
ることができます。目下、研究者たちは、公平性と公正性の視点も含め、
この作業に新たな視点を追加する方法を模索しています。これによって、
私たちの従来通りの活動の仕方を変化させるために必要な、これまでにな
い緊急の対策を的確に絞りこめるようになるでしょう。

理論を実践に移すには、これまでの仕組みを変えるような根本的な変化が
必要です。そのためには、私たちの生産や消費の方法、利用するテクノロ
ジー、経済や金融のシステムなど、人間社会全体の仕組みを変革する必要
があります。こうした変化を支えるために、政策決定の場や日常生活にお
いて、価値や権利に重点を移した目標やターゲットを設定しなければなり
ません。

これを推進するため、2022 年の国連総会で「すべての人々がどこに住ん
でいても、クリーンで健全、かつ持続可能な環境の中で生活する権利を有
する」とし、この決議を尊重することはもはや選択肢ではなく義務である
ことが示されました。法的な拘束力はないものの、2010 年の水に対する
権利の国連決議によって何百万もの人々に安全な水を届ける取り組みが大
きく前進したのと同様、この国連決議によって持続可能な環境のための取
り組みが加速することが期待されます。

この『生きている地球レポート』では、地球が生物多様性と気候変動とい
う 2 つの危機に直面しており、今がその危機に対応できる最後のチャンス
であることを明確に示しています。単なる生き物の保全のためではなく、
自然を回復傾向に向かわせる「ネイチャー・ポジティブ」な未来のため、
これまでの生産・消費、政策決定、金融における仕組みを変革する必要が
あるのです。本書が、これを読まれる読者の方々を勇気づけ、変革の一端
を担っていくための一助となれば幸いです。
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地球と人類にとっての
非常事態
今回の『生きている地球レポート』は、地球の野生脊椎動物の個体数の現
状をこれまで以上に総合的に提示しており、世界の「生きている地球指数」
が 50 年に満たない間に 3 分の 2 も激減したという恐ろしい数字を示して
います。この事実は明白であり、重大な警告を発しています。しかも、こ
の数値は、気候変動と自然の危機が相互に関連して深刻な影響をもたらし
ていること、そして人類を含めた地球上の生物が依存する自然の多くのシ
ステムの健全性、生産性、安定性を維持するために生物多様性が根本的な
役割を果たしていることを私たちがようやく理解し始めた段階で出てきま
した。新型コロナウイルスの蔓延によって、多くの人々が今の世界の脆弱
性を改めて実感しています。自然を当たり前のものとみなし、自然資源を
持続不可能な形で浪費し、その影響を考慮せず不均衡に分配し、人間が無
責任に自然界の上に君臨し続けられるという思慮を欠いた考え方に疑問符
が突きつけられています。

いま私たちは、自然破壊によるさまざまな悪影響を認識しています。その
一部はすでに現実になっています。異常気象による生命や経済資産の喪失、
干ばつや洪水による貧困や食料不足のさらなる悪化、社会不安や気候難民
の増加、そして世界中で猛威を振るう人獣共通感染症です。自然の損失は
純粋なモラルの問題あるいは生態学の問題として片づけられるものではあ
りません。経済、社会の安定性、個人のウェルビーイング（心身の健康と
幸福）、健康、そして正義の問題としての重要性が広く認識されるように
なっています。最も脆弱な人々はすでに環境破壊による悪影響を最も大き
く受けています。このままでは子供たちや将来の世代に恐ろしい負の遺産
をゆだねることになりかねません。気候変動に対してと同様に、自然につ
いても世界規模の行動が必要となっています。

自然に対する世界の目標：ネイチャー・ポジティブ

私たちは現在何が起きているかを知っており、そのリスクも解決策もわ
かっています。いま緊急に必要としているのは、世界がひとつになって、
この今起こっている危機に対処するための行動を計画することです。この

WWF インターナショナル事務局長
マルコ・ランベルティーニよりご挨拶

© WWF
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計画は、世界規模の合意を得て、それぞれの現場で実施されます。また、
2050 年までにネットゼロエミッションの達成を定めた 2016 年のパリ協
定と同様、自然に関しても測定可能な目標を期限を区切って設定します。
では、生物多様性にとって「ネットゼロエミッション」に相当するものは
何でしょうか？

自然に関しては、損失をネットゼロにするだけでは足りないことは明白で
す。単に損失を食い止めるだけではなく、自然を回復するためには、ネイ
チャー・ポジティブまたはネットポジティブな目標が必要です。なぜなら
第一に、これまでも、そして今もなお自然が急速に失われていることから、
このような高い目標を設定する必要があります。そして第二に、自然は機
会さえ与えられれば急速に回復することが示されているからです。森林や
湿地、トラやマグロ、ハチやミミズなど、自然や野生生物が回復した地域
的な事例は多数存在します。
     
必要なのは、2030 年までにネイチャー・ポジティブを達成することです。
つまり、2020 年代の終わりまでに 2020 年当初よりも自然を豊かにする
ことです（P.103 の説明図をご覧ください）。自然林を増やし、海洋や河
川系に生息する魚類を増やし、農地では花粉媒介者を増やし、世界中で生
物多様性を増大させます。ネイチャー・ポジティブな未来は、気候変動の
影響や食や水の不安の軽減など、人類のウェルビーイングや経済的な豊か
さに無数のメリットをもたらします。2050 年までにネットゼロエミッショ
ンを達成する目標と、2030 年までにネットポジティブな生物多様性を達
成するという目標が、相互に補完しあうことで、人類を安全な未来へと導
き、持続可能な開発モデルへ移行し、2030 アジェンダの持続可能な開発
目標（SDGs）を実現するための指針となります。

失ってはならないチャンス

私自身にとっても、また WWF やその他数多くの組織、多くの国の指
導者や企業経営者にとっても（例えば 93 の国と地域のリーダーおよび
欧州委員会議長による「リーダーによる自然への誓約（Leaders’ Pledge 
for Nature）」、 ま た「 ビ ジ ネ ス・ フ ォ ー・ ネ イ チ ャ ー（Business For 
Nature）」「自然関連財務情報開示タスクフォース（Taskforce on Nature-
Related Financial Disclosure）」「生物多様性ファイナンス（Finance for 
Biodiversity）」の同盟など）、ネイチャー・ポジティブを達成するための
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世界目標に合意することは極めて重要であり、喫緊の課題です。

2022 年 12 月、中国を議長国としてカナダのモントリオールで待望の国
連生物多様性条約第 15 回締約国会議（COP15）が開催されます。これは、
世界のリーダーたちにとって失ってはならないチャンスです。適切な高い
目標を設定するとともに測定可能な数量目標と合意の目的を定めるために
も、社会が一丸となり、政府、コミュニティ、企業、金融機関、そして
消費者に至るまで、足並みをそろえて世界共通の目標に向かって行動する
ためにも重要な機会となります。また COP15 は、気候変動対策で進みつ
つある高いレベルの説明責任を生物多様性対策においても取り入れるため
の、重要な機会となります。

「2050 年までにネットゼロエミッションを達成」という目標がエネルギー
業界を揺り動かし、再生エネルギーへの転換を促しているように、「2030
年までにネイチャー・ポジティブを達成」という目標は、自然の損失に関
連している産業、すなわち農業、漁業、林業、インフラ関連、天然資源採
取産業を揺り動かすきっかけとなり、イノベーションを促進し、持続可能
な生産と消費活動への移行を加速させるでしょう。

私たちの社会は、歴史上最も重要な岐路に立っています。自然とのつなが
りという、人類にとっておそらく最も重要な関係をめぐり、根底からシス
テムを転換するという課題に直面しています。しかも、ようやくいま私た
ちは、自然が人間に依存するよりも人間はもっと大きく自然に依存してい
ることを理解し始めたばかりです。生物多様性の COP15 は、自然のため
に世界が結集する最高の機会となるはずです。

マルコ・ランベルティーニ

WWF インターナショナル事務局長



11

© naturepl.com / Andy Rouse / WWF

ベンガルトラ(Panthera tigris tigris) の母親と4カ月の赤ちゃん。ランザンボア国立公園（インド）
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本書は、「生きている地球指数（LPI）」、ならびに、現時点における最多の
データと多分野にわたる専門家の見解や認識に基づいた、世界全体の自然
の状態についての、最も包括的な分析結果を示している。その分析結果は
明白である。自然界を健全な状態に回復するため、すぐにでも行動を起こ
す必要があるのに対し、自然の損失がとどまる兆候は皆無であり、まして
や回復の兆しなどは全く見られない。官民双方でさまざまな決意表明が行
われているにも関わらず、脊椎動物の個体群の減少傾向はとどまるところ
を知らない。地球上の生物 5,230 種、約 32,000 の個体群から成るデータ
によると、国連の「生物多様性の 10 年」で社会と自然のかかわりを変容
する広範な取り組みの実施を目指したにもかかわらず、その成果は必要と
されている水準を大きく下回った。

地球の自然と気候が危機的状況にあることで、すでに悪影響が表れつつあ
る。異常気象の発生頻度の上昇による避難・移住や死亡、食糧不足の加速、
土壌劣化、きれいな水の不足、人獣共通感染症の増大など、枚挙にいとま
がない。誰もがこれらの影響を受けるものの、特に大きな影響を受けるの
は最も貧しい人々や疎外された人々である。

全体から見て特に中南米、なかでもアマゾンにおけるデータが顕著に充実
したことから、本書ではこの地域に関する研究も事例として取り上げてい
る。森林破壊が加速していることを考えると、特にこの地域の重要性は高
い。元々あった森林のうちすでに 17% が完全に損失し、さらに 17% の森
林が劣化している 163。最新の研究では、地球最大の熱帯雨林がもはや機
能しなくなる転換点に急速に近づいていることが示されている 176。土地
の搾取や生息地の転換が人間や野生動物に与える直接的な影響から、降雨
量の変化、それらが極端な気候変動を回避するための世界的な取り組みに
与える壊滅的な影響まで、私たちが直面する課題のいくつかが明らかにさ
れた。

これらの課題に対応すべく、まずは、1.5℃を超える地球の気温の危険な
上昇を防ぐための対策を早急に強化し、現在生じている気候の変化に適応
するための支援を行う必要がある。第 2 に、自然および自然がもたらす生
態系サービス（生態系からの恩恵）を回復する必要がある。生態系サービ
スには、きれいな空気と水、食料、燃料、繊維などの供給といった実体的
なものから、人間の生活やウェルビーイングに自然が及ぼす目に見えない
さまざまな恩恵まで含まれる。最後に、誰も取り残さない「社会全体」の
アプローチによってひとりひとりの行動を促し、より持続可能な方向へ進

はじめに
マイク・バレット
（WWFイギリス）

エレイン・ガイアー = アレリー
（WWFインターナショナル）

マット・ウォルポール
（WWFインターナショナル）
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めるために価値や知識体系にも多様性があることを認識するとともに、各
人の行動にかかる負担と利益を社会的に公正かつ公平に共有する必要があ
る。

今回の『生きている地球レポート』では、こうした課題への対応に向かっ
て前進するために、多様な価値や意見を盛り込み、特に食料、金融、ガバ
ナンス体制において自分たちひとりひとりの日常生活における選択から世
界全体に変化をもたらすことがまだ可能である、というさまざまな証拠を
示そうとしている。

2022 年 7 月、国連総会はすべての人が健全な環境に生きる権利を認める
という歴史的な決議を採択し、このことから、気候変動、自然の損失、汚
染、パンデミックが人権の危機であるという私たちの認識が確固たるもの
となった。国連の「持続可能な開発目標（SDGs）」が示すとおり、公正で
環境に配慮した豊かな未来を実現するには、現在直面している人道上及び
環境上の課題に対し統合的な解決策を見出す必要がある。相互に関連する
危機のつながりを認識することで、危機を克服できる確率が高まることに
なる。

2022 年 12 月には、新たな「生物多様性枠組み」について合意するため、
モントリオールで国連生物多様性条約締約国会議が開催される。これは、
私たちに与えられた最後のチャンスとなり、2020 年代の終わりには、こ
の枠組みが十分であったか否か、人類と自然のための闘いに勝利したか敗
北したかが決まる。進捗中の議論は時代遅れの考え方や保守的な姿勢にと
らわれており、ネイチャー・ポジティブな未来のために必要とされる大胆
な行動はまったく認められておらず、現状は芳しくない。

私たちが必要とするのは、ひとりひとりがその実現に参加する、公正でイ
ンクルーシブな方法である。先住民や地域コミュニティの土地や淡水や海
洋に対する権利を守ることを含む、権利に基づくアプローチが必要となる。
また、世界の食料供給システムのような、生物多様性の損失と生態系の劣
化を加速する要因に対処しなければ、自然の保護と再生は不可能であると
認識しなければならない。これは、破壊が進む地域の外に住む人々が主体
的に取り組むべき問題である。何より、これまで以上に大規模かつ緊急性
をもって持続的な成果を出す必要があり、今が最後のチャンスなのだ。
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•	 現在私たちは、気候と生物多様性の危機の中にある。
この 2つの危機は別々の問題ではなく、表裏一体の
問題である。

•	 生物多様性損失の最も重要な要因は、依然として土
地利用の変化である。

•	 気候変動により、すでに自然界には段階的な悪影響
が現れている。

•	 温暖化による気温上昇を 1.5℃にとどめることがで
きなければ、今後何十年にもわたり気候変動が生物
多様性損失の主要な要因となる可能性が高い。

•	 3 つの事例で、気候変動と生物多様性損失による地
域への変化に適応するためにコミュニティがどのよ
うに知識を活用しているかを紹介する。

•	 私たちは地球環境が悪化していることも、その理由
も知っている。

•	 他方、気候変動と生物多様性の損失を食い止めるた
めの対策が存在し、そのための知見があることも知っ
ている。

•	 2022 年 7月の国連総会における健全な環境に生きる
権利を認める歴史的な決議によって、気候変動、自
然の損失、汚染、パンデミックが人権の危機である
という私たちの認識は確固たるものとなった。

•	 理論を実践に移すには、これまでの仕組みを変える
ような根本的な変化が必要となることを知ってい
る。

•	 そのためには、生産と消費の仕組み、利用するテク
ノロジー、経済や金融のシステムなど、体制全体の
変化が必要となる。

•	 人間と自然がともに繫栄する未来を描くために、『生
きている地球レポート 2020』で紹介した「生物多様
性の回復シナリオ」などの多数のシナリオやモデル
を検討してきた。

•	 目下、研究者らはこれらのモデルに追加すべき気候
変動の影響や公平性や公正性といった新たな視点に
ついて検討している。

•	 生物多様性の損失を回復へ向かわせる（Bending the
Curve）ために主として必要となるのは、自然への
悪影響と国際貿易との関連を認識した上で対策を取
ることである。

•	 相互に絡み合った複雑なこれらの課題に取り組むう
えで、万能薬のような解決策はない。このことを示
すために、アマゾン、カナダ、ザンビア、ケニア、
インドネシア、オーストラリアに至る世界各地の事
例を収集した。

•	 既存の各種の指標は、世界各地の生物多様性の変化
の速度と規模、またその変化による影響を理解する
のに役立つ。

•	「生きている地球指数（LPI）」は、世界の哺乳類、鳥
類、爬虫類、両生類、魚類の個体群の変化を追跡し、
早期の警告を発する指標となっている。

•	 2022 年の世界の「生きている地球指数」によれば、
1970 年から 2018 年の間、野生生物の個体群は平均
69%減少している。

•	 地域別で平均的な個体群が最も減少したのは中南米
である（94%）。

•	 他方、調査対象とした種の中でも淡水種の個体群が
激減傾向にある（83%）。

•	 新たなマッピング解析技術により、生物多様性の変
化と気候変動の規模と速度について包括的な全体像
が把握できるようになり、また自然が私たちの生活
に最も貢献している地域のマッピングもできるよう
になった。

•	 本書では世界各国から 89 名の著者が参加し、さま
ざまな情報源からの知識を活用している。

世界が直面する 2 つの危機

変化の速度と規模

ネイチャー・ポジティブな
社会を実現するために

第
1

章

第
3

章

第
2

章
要旨
本書は、行動を起こすための基盤として、検討するための材料を提供し、革新的
な変化を促す触媒の機能を果たすものとして作成されている。本書がこれを読ま
れる読者の方々を勇気づけ、変化の一端を担っていくための一助となれば幸いで
ある。
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ブラジル、ジュルエナ国立公園にあるジュルエナ川のサルト・アウグストの滝の周辺の蝶（ロパロケラ種）
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第 1 章
世界が直面する 2 つの危機
現在、私たちは気候と生物多様性の 2 つの危機の中にある。この 2 つ
の危機は表裏一体と表現され、地球の資源を持続可能でない形で消費
していることが要因となっている。この 2 つの危機を別々の問題とし
て扱い続ける限り、どちらの問題にも効果的に対応できないことは明
らかである。

巨大な昆布はすべての植物の中で最も成長が早い種のひとつで、1日50cm 成長することもある。海底から海面まで50m あっても、気泡により葉が上に向かって
伸びていく。米国カリフォルニア州チャンネル（アイランド国立公園）
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気候と生物多様性の危機
― 表裏一体の関係
今日私たちは、現在および未来の世代の人々の幸せを脅かす、相互に関連する 2
つの危機に直面している。人類が引き起こした気候変動と生物多様性の損失とい
う危機である。

生物多様性とは、陸、淡水、海洋、大気のすべてのレベルにおける生命の
多様性と生物間の相互作用（遺伝子、個体群、種、生態系）である。森林、
草原、湿地、マングローブの生い茂る沼地や海洋など、陸上、淡水、海洋
の生態系は、食料や飼料、医薬品、エネルギー、繊維など人間のウェルビー
イングに不可欠なサービス（恩恵）をもたらしてくれる。これらの生態系
サービスは気候、自然災害、異常気象、大気質、淡水の量と品質、花粉媒
介や種子の散布、害虫や病気、土壌、海洋の酸性化、生息地の創出と維持
などのバランスを保っている。他にも、こうした生態系は、身体的および
心理的な体験、学習やインスピレーションを得る場を提供するとともに、
アイデンティティや土地への帰属意識を支えるものとなる。私たちが生き
るためのすべての糧は、自然が与えてくれる。

陸、淡水、海洋の生態系の劣化を招く主な直接的な要因として、土地や海
の利用の変化、動植物資源の過剰消費、気候変動、汚染、侵略的外来種な
どがある。これらの直接的な要因によって生物多様性の損失や生態系と生
態系サービスの劣化が起こる背景には、特に過去 50 年における急速な経
済成長、人口の増加、国際貿易、テクノロジーの多様化などによってエネ
ルギー、食料、その他原料の需要が増加したことが挙げられる。

私たちは、食料、繊維、エネルギー、医薬品など、市場価値のある生態系
サービスを過剰消費する一方で、市場価値はないものの広範な経済価値や
社会価値のある生態系サービスを乱用してきた。

その結果、100 万種もの動植物が現在絶滅の危機に瀕している。哺乳類、
鳥類、爬虫類、両生類、魚類の 1 ～ 2.5% の種はすでに絶滅している。個
体群や遺伝的多様性も低下しており、本来の気候に基づく生息地を失う種
が増えている。

ロバート・ワトソン卿
（ティンダル気候変動研究センター）
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産業革命以前に比べ、地球の気温はすでに 1.2℃上昇している。気候変動
はこれまで生物多様性の損失の主たる要因とはなっていない。しかし、温
暖化を 2℃未満、できれば 1.5℃未満にとどめない限り、今後何十年にも
わたり、気候変動が生物多様性の損失と生態系サービスの劣化の主要な原
因となる可能性が高い。暖水に生息するサンゴは、さまざまな原因により
すでに約半分が死滅している。気温が 1.5℃上昇すれば、暖水に生息する
サンゴの 70 ～ 90% が死滅し、2℃上昇すれば、99% 以上が死滅する。し
かし、生物多様性の維持と再生のための取り組みは世界各国で大きく停滞
している。生物多様性に関する「愛知目標」に含まれる 20 の個別目標の
全てが達成されず、2010 年よりも 2020 年の方が状況が悪化している国
もある。同様に、現在の各国の公約を総合しても、気温上昇は 2 ～ 3℃、
場合によってはそれ以上になる可能性もあり、パリ協定の 2℃未満という
目標も達成していない。気温上昇を 1.5℃に抑えるためには、世界の二酸
化炭素排出量を 2030 年までに現在の約半分に減少させ、2050 年までに
実質ゼロにする必要がある。しかし残念ながら、2040 年までに気温上昇
は 1.5℃を超える可能性が高い。

気候変動と生物多様性の損失は、環境分野だけの問題ではなく、経済、開
発、安全保障、社会、道徳、倫理に関する問題でもある。だからこそ、国
連の 17 項目の持続可能な開発目標（SDGs）とともにこれらの２つの危機
にも対応する必要がある。環境悪化の大部分の責任を負うのは先進国だが、
その影響を最も受けるのは貧困国や貧しい人々である。生物多様性を保護・
再生し、人類に起因する気候変動を制限しない限り、SDGs のほぼすべて
の目標、特に、食料と水の安全、すべての人の健康、貧困の軽減、より公
平な世界の実現などの目標の達成は不可能だろう。

この緊急事態に対応するのは、ひとりひとりの役目
である。何よりもまず、変革が必要であることを認
識しなければならない。そして、その認識を実際の
行動につなげていく必要がある。
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気候変動により人類と自然に
もたらされる段階的な悪影響
人類に起因する地球温暖化によって自然界は変化しており、生物の大量死や種
の絶滅事例も発生している。気温が 1℃上昇するたびにこうした生き物の死滅
が頻発し、人間に対する影響も大きくなると予想される。

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）は、野生生物種およびその生息地
の生態系に対する気候変動の影響について最新の総合的見解を最近発表し
た（第 6 次評価報告書）11, 170。これらの影響には、樹木、鳥類、コウモリ、
魚類の大量死につながる熱波や干ばつの増加も含まれる。オーストラリア
では 2014 年の猛暑日 1 日で、オオコウモリ 45,000 羽以上が死んだ。1,000
種類を超す動植物の個体群が全滅した事象にも気候変動が関連していると
されている。

カミーユ・パルメザン
（フランス国立科学研究センター
（CNRS）理論・実践生態学科（SETE）、
米国テキサス大学地質学科、英国プリ
マス大学生物海洋科学科）

+4.0˚C

+3.0˚C
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図 1：産業革命以前と比較した陸上及び淡水域における生物多様性の損失予測
地球温暖化の進行に伴う生物多様性の損失。（生息地の適切な気候が失われることによる）種
数の減少割合が大きくなればなるほど、生態系の完全性、機能性、気候変動へのレジリエン
スが一層危険にさらされる。色の付いた部分は、気候が種の生息に適さなくなったため局地
的に絶滅危惧種（国際自然保護連合（IUCN）調査）となっている種、および、地球温暖化が
それぞれの温度上昇に達した場合に所定の地域内で局地的絶滅が生じるリスクが高い種の割
合を示している。
出典：Warren et al (2018)178 のデータに基づく Parmesan et al. (2022)11 のデータ図 2.6 か
ら転載。

さらに、気候変動で初めて種全体が絶滅するという前代未聞の事件も起
こっている。コスタリカの雲霧林に通常霧が発生していたにも関わらず、
霧が発生しない日が増えたため、オレンジヒキガエルは 1989 年に絶滅し
た。オーストラリアとパプアニューギニアの間に位置する小さな一つの島
にのみ生息していた小型げっ歯類のブランブルケイメロミスは、海面上昇
と激しい嵐の繰り返しによって生息地が洪水状態となり、食糧となる植物
が死滅して営巣地も破壊されたため、2016 年に絶滅が宣言された。気温
が 1℃上昇するたびに、こうした生き物の消滅がさらに増えると予想され
る（図 1）。

25〜50%

50〜75%

75%超

25%未満

凡例

+2.0˚C

+1.0˚C
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あらゆる種が気候変動の悪影響を受けるわけではない。北半球の森林を蝕
む甲虫や蛾は、冬の気温が上昇したため生存率が高くなり、成長する活動
期間が長期化し、年間の産卵数が増えている。結果として、北米とヨーロッ
パの温帯および寒帯地域において、樹木の大量死滅が発生した。野生生物
と人間の疾病の原因となる昆虫や蠕虫は温度の上昇に伴い新たな生息地に
移動し、北極圏やヒマラヤ高地において新たな疾病が発生する原因となっ
ている。

温暖化によって生態系の機能の仕方も変化し、新たな生態系プロセスが作
用し、それ自体が時間とともにさらなる温暖化の要因となる。このプロセ
スは「正の気候フィードバック」と呼ばれている。森林火災の増加、干ば
つや昆虫の急増による樹木の死滅、泥炭地の乾燥、ツンドラの永久凍土の
融解などすべてが、死滅した植物の腐敗や燃焼として二酸化炭素排出の増
加につながってしまう。このようにして、これまで安定的な炭素吸収源と
して機能していたものが、新たな炭素排出源となってしまうシステムに変
容し始めている。

こうした自然界の反応プロセスが後戻りのできない転換点に達すれば、こ
れによって地球の温暖化はますます急速に進んでしまう。これは国際的に
認識された異常な気候変動の閾値である「オーバーシュート」（つまり少
なくとも 10 年以上にわたる温暖化を引き起こす限界値）を超えることで
発生する最大のリスクのひとつである。その転換点を超えることは、人間
社会にとっても地球の野生生物の大部分にとっても壊滅的な打撃となるだ
ろう。
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© Ola Jennersten / WWF-Sweden

オドリコソウ (Lamium album) に止まるマルハナバチ (Bombus hortorum) の女王バチ。マルハナバチは、野生植物にとっても農作物にとっても大切な花粉媒介者
である。個別の種としては気候変動の恩恵を受けるものの、北米およびヨーロッパにおけるマルハナバチ66種の研究 171 によれば、ほぼすべての場所において、
調査した66種のほぼすべてが減少していた。これは、殺虫剤や除草剤の悪影響が気候変動の正の影響を上回ったためと考えられる。
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森林、気候、水、食料の
重要なつながり
森林は気候を安定化させるために不可欠だが、森林伐採によってこの重要な機
能だけでなく、熱波の影響の緩和や農地への淡水の供給といったその他の生態
系サービスが脅かされている。

森林は、陸域のどの生態系よりも二酸化炭素や水、エネルギーを交換して
おり、地球の気候を調整する上で欠かせない 1。また、森林は降雨量のパター
ンを左右し、熱波の軽減にも貢献するため、農業システムや地域コミュニ
ティのレジリエンスにも影響する 2。

森林は、地球から産出される石油、ガス、石炭が排出する炭素の総量より
も多くの炭素を吸収できる 3, 4。2001 年から 2019 年にかけて、森林が大
気から吸収する二酸化炭素の量は毎年 7.6 ギガトン 5 だった。人類が原因
となる二酸化炭素総排出量の約 18% に相当する量である 6。

二酸化炭素に加えて、森林の物理構造は世界および地域の気候にも影響す
る。森林は太陽エネルギーを吸収する力があり、吸収したエネルギーによっ
て、土壌の大量の水を大気中に放出する。この蒸発散と呼ばれるプロセス
によって、地表の温度が局地的にも世界全体でも低くなる。林冠の凹凸は
上方の暖かい空気を混合して大気中に放出し、熱を放散して大切な水分を
再配分する。こうした森林の生物物理学的なプロセスによって天候も気候
も安定し、日中の最高気温を数℃までに制御し、極端な高温や乾期の程度
や持続を抑え、季節ごとの一定の降雨量を維持する 7。森林の持つこうし
たさまざまな効果を合わせると、地球の気温は約 0.5℃低下する 7。

ところが、現在毎年約 1,000 万ヘクタールの森林が失われている。これは
ポルトガルの国土面積とほぼ等しい広さとなる 8。森林伐採、特に熱帯に
おける森林伐採は二酸化炭素排出量を増加させ、地域の気候の温暖化や乾
燥の要因となっており、さらに、干ばつや火災が増加し、その規模によっ
ては降雨量を減少させ、世界の降雨パターンが変化する結果を招いている。
例えば、中央アフリカまたは南米の熱帯雨林がなくなると、この地域の昼
間の平均気温は 7 ～ 8℃上昇し、降雨量は約 15% 低下すると予想されて
いる 2, 7。

ステファニー・ロー
（WWFインターナショナル）

デボラ・ローレンス
（バージニア大学）
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世界の農地の 80% は天水農業（雨水を利用した農業）であり、世界で生
産される食料全体の 60% を担っている 9。したがって、森林破壊は数十億
の人々と数百万世帯の食の安全を危機にさらしかねない。このリスクは干
ばつをより頻繁かつ深刻にし、農業や労働の生産性を低下させる気候変動
の影響によってさらに増大する可能性がある 10, 11。このことから、持続可
能な開発目標（SDGs）が掲げる森林伐採の停止と再生、および森林の持
続可能な管理は、生物多様性の保護、地球温暖化の制限、気候変動への適
応、私たちの食料システムにとって貴重な水の供給において重要な役割を
果たしている。

© Jonathan Caramanus / Green Renaissance / WWF-UK

ケニア、マラ川上流の貯水池、ボメット郡で農業を営むナンシー・ロノ
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ランドスケープにまたがる自然の連結
生態系の連結性は、自然破壊、環境悪化などにより、生息地が断片化される深
刻な危機にさらされている。このため、種の移動や自然のプロセスの流れを再
生するための解決策として連結性を持った保全が急速に注目されている。

「生態系の連結性」とは、種が妨げられることなく移動でき、地球上の生命
を維持するための自然界における生態系プロセスが支障なく流れていくこ
とを意味する 12。陸、大気、水域全体での生息地が分断されることでこの
連結性が壊れ、その結果、生物多様性の保護や生物圏の存続に欠かせない
生態系プロセスが世界的な危機にさらされている 13, 14。生息地の破壊や劣
化による生息地の断片化は、次の 3 つの流れで自然に影響を及ぼす。第 1
に、断片化によって全体的な生息地の範囲とその土地の生態系の質が低下
する。第 2に、その他の分断された生息地から孤立するエリアを増加させる。

ゲイリー・ターボル
（大規模ランドスケープ保全センター）

ジョディ・ヒルティ
（イエローストーンユーコン保護イニ
シアチブ）

高

低

MMP

凡例

1.

2.

3.

1.

図 2：陸上保護区域（PA）間における世
界の哺乳類移動確率（MMP）
哺乳類移動確率（MMP）は保護区域（PA）
間の哺乳類の移動の流れを予測するデー
タであり、人間が環境に対して負荷を与
えた結果、中型から大型の哺乳類がどの
ように生息域を移動しているかを示して
いる。MMP が高ければ、移動が集中し
ていることを表す。特に、人間のフット
プリントが高い区域の隙間から哺乳動物
が移動に利用する回廊の中、あるいは大
規模 PA（アマゾン流域など）のネット
ワーク内に存在する手つかずの土地の大
きなブロックの中に移動が集中してい
る。オレンジ色と紫色は、哺乳類の移動
がさまざまな経路に分散している区域を
表す。黒の地域は連結性が失われておら
ず、PA 間の哺乳類の移動が世界レベル
に比べて低い区域を表す。
Box 1：北米西部の山間域における回廊

（イエローストーンからユーコンへの回
廊）
Box 2：アフリカ、サブサハラ地域のカ
バンゴ・ザンベジ国際保護区とナミビア
の海岸砂漠をつなぐ回廊と分散した移動
の流れ
Box 3：インドネシアとマレーシアの熱
帯雨林間の移動の流れ（ボルネオ保護区
中心部など）
出典： Brennan et al. (2022)17
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第 3 に、断片化された生息地の境界周辺におけるエッ
ジ効果が増大する 14。例えば、自然な状態から改変さ
れた生息地への突然の移行が頻繁に生じることによっ
て、生態系の機能不全の悪循環に陥る。食物網の崩壊
や、淡水の流れや花粉媒介などの生態系プロセスの喪
失に至るまで、断片化によって種が自らの必要を満た
すために移動する能力（移動、分散、交配から食料供給、
ライフサイクルを終えるまでの全体）が制限され、絶
滅につながることもあり得る 15。最後に、生息地の断
片化は気候変動がもたらす広範な悪影響をさらに深刻
なものにする。現在、世界の陸地において連結性を持
つ保護区域はわずか 10% である 16。また、世界全体で、
保護区の間を連結する重要な連結区域の 3 分の 2 が保
護のない状態となっている 17。

連結性の保全（生態系回廊や、連結区域、野生生物が

渡ることができる構造物などを通じて、陸地や海域の
生態系の連結性を保護し再生すること）は、生息域の
分断を食い止め、気候変動に対する耐性を強化する有
効な方法として世界で急速に注目を集めている 18。島
しょ地域の生物地理学調査および種のメタ個体群調査
に基づく科学的根拠によると、連結性を持った生息地
は種や生態系機能の保全において効果が高いことが実
証されている 19。世界的合意を得ている IUCN ガイド
ラインでは、先住民や地域住民の権利やニーズに配慮
しながら、連結性を実現するための生態系回廊を政策
から実地の行動に移す方法を定義している 20。連結性
の強化方法を開発するにあたり、この活動交差性を認
識することも重要であり、それによって、自然がもた
らす恩恵と相互作用する社会および経済の目標を推進
することができる 21。

2.

3.
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マングローブの魔法
― 沿岸コミュニティにとって
　 重要な自然に基づく解決策
マングローブ林は、保全と再生の継続的な努力により、生物多様性、気候、そ
して人間の 3 者にとって有利な win-win-win の解決策となる。

マングローブは海沿いに独特の森林を形成する。生物多様性の宝庫でもあ
るとともに、食料や燃料の供給源となり、経済的に重要な漁業の基盤とな
り、エコツーリズム、教育、精神的価値などの生態系の文化的サービスを
提供することで沿岸コミュニティの暮らしを支えている 22, 23。

また、マングローブは気候変動に対する重要な自然に基づく解決策（NbSs）
でもある。多くの他の生態系よりも高い密度で、浸水したその土壌に「ブ
ルーカーボン」を固定化し、貯留することで気候変動の緩和に役立ってい
る 24。最も炭素を多く蓄えたマングローブはコロンビアの太平洋湾岸地域
にあり、その高さは 50m を超えている 25。マングローブは気候の変化へ
の適応も助けてくれる。その根は地上まで絡み合って延びているため波に
対する緩衝材となり 26、堆積物を閉じ込める。一部のマングローブ林では
面積が増大し、海面上昇に対応することもできる 27。

こうした重要性にもかかわらず、水産養殖業、農業、沿岸地域の開発によ
り、現在毎年 0.13% の割合でマングローブの伐採が進んでいる 28。また、
乱獲や汚染、嵐や海岸浸食などの自然要因によっても、多くのマングロー
ブ林が劣化している。マングローブ林の減少とは、生物多様性を担保する
生息地の減少や、沿岸コミュニティが受ける生態系サービス（恩恵）の減
少を意味し、場所によっては沿岸コミュニティの人々が暮らす土地そのも
のが失われる結果にもなる。例えば、137km2のスンダルバンスマングロー
ブ林は、1985 年以来浸食され続け 29、その結果、そこに暮らす 1,000 万
の人々の大多数が利用する土地と生態系サービスが減少している。

幸い、マングローブ林の伐採は 1980 年代以降激減しており 30、現在では
2070 年までに世界全体のマングローブ林の面積は安定するか、もしくは
増加に転じる可能性があるというシナリオが現実的になっている 31。マン
グローブ林の面積が増加に転じるには大規模なマングローブの再生が必要
となるが、こうした活動が成功すれば、生活の糧を改善し、気候変動を緩
和する貴重な生態系サービスを取り戻すことができる。

ダニエル・フリエス
ラディカ・バールガヴァ
（シンガポール国立大学）

ファン・フェリペ・ブランコ・リブレロス
（アンティオキア大学）
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ただ、マングローブの絶滅リスク多発エリアは今も存在する。特にミャン
マー 28 をはじめとするいくつかの国においては、マングローブ林エリア
の土地開発になりかねない食の安全政策が策定されつつある。再生目標を
高く設定することは望ましいものの、往々にして現場での成功が難しくな
る。世界各地の気候、生物多様性、人々の暮らしの改善を続けるためには、
マングローブ林のさらなる保全・再生への取り組みが必要である。

© Antonio Busiello / WWF-US

エクアドル、ガラパゴス諸島イザベラ島、ロス・トネレスのマングローブ林
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公正な気候変動対策を
求める声
気候変動の影響は、あらゆる地域の全ての人々がじかに感じられる問題と
なっているが、その感じ方は同じではない。気候変動の影響を最も受けや
すいコミュニティは、グローバル・サウスと呼ばれる南半球の発展途上国
に存在する。なかには、自らの持つ資源の制約にもかかわらず、人と自然
が共生するための独創的な解決策によって危機に立ち向かい、地元ならで
はの豊富な知識で取り組みを支えているコミュニティもある。こうした地
元住民の声を広く世界に届けるため、世界規模の連携ができあがり、「公
正な気候変動対策を求める声（Voices for Just Climate Action：VCA）」が
生まれた。VCA のパートナーシップには、アキナ・ママ・ワ・アフリカ、
AVINA 財団、スラム住人インターナショナル、サウスサウスノース、ヒ
ヴォス、WWF オランダ等が参加している。オランダ外務省は、VCA に対
し 2021 年から 2025 年に 5,500 万ユーロの助成金を提供し、技術および
財政支援を行っている。

ケニアの自然な物々交換取引制度

アフリカ各地で干ばつが激化しており、食の安全が脅かされ、数多くのコ
ミュニティで人々の暮らしが危機的状況になっている。ケニアのアンボセ
リでは、マサイ族のコミュニティが影響を受けている。彼らは家畜を売っ
て生計の糧としていたが、干ばつによって家畜の健康状態が悪化し、日々
の食事に困る状態になった。マサイ族の男性たちが牧草を求めて家畜を連
れて長い旅に出ている間、留守を任された女性たちが家族の面倒を見るこ
とになる。

生活の厳しさが増すなか、女性たちは地元の知恵を使って解決策を見出し
ている。アンボセリのエシテッティ村では、マサイ族の女性たちがタンザ
ニアの国境付近に住む農家と物々交換の仕組みを作り上げた。彼女たちは
この土地に豊富にあるマガディと呼ばれる塩辛いミネラルを持ち寄り、豆、
ジャガイモ、トウモロコシ、食料油、砂糖などの農家の人々が提供する品
物と交換する。相互にメリットのあるこの取引が可能になったのは、2 つ
の国でそれぞれの国境区域の気候が大きく異なるためだった。タンザニア
側はキリマンジャロ山の麓に位置し、干ばつがケニアほど厳しくない。一
方、マガディはミネラル塩の代わりとなる健康に良い食品だが、タンザニ
アでは簡単には手に入らない。
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© Claire Metito/Lensational

ケニアでカメラを手にしたマサイ族の女性。Lensational.org は22の地域で社会的立場が低い女性のために、写真、動画、
デジタル・ストーリーテリングによって自分たちの物語を語ることができるよう教育訓練をしている NPO 組織である。
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第 2 章
変化の速度と規模
私たちのウェルビーイング、健康、経済の将来は、生物多様性と自然のシステ
ムに大きく依存しているが、多くの指標が生物多様性の損失を示唆している。
この損失を食い止めるためには、どのように、そしてなぜ自然が変化している
のかを理解することが不可欠である。新たなマッピング解析技術により、生物
多様性の変化と気候変動の規模と速度について包括的な全体像が把握できるだ
けでなく、自然が私たちの生活のどの部分に最も貢献しているのかについても
マッピングができるようになった。

スロバキア・グレートファトラ国立公園で狩りをするオオヤマネコ (Lynx lynx)
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生きている地球指数：
早期に警告を発する指標
現在、世界の種の個体群がどのように減少しているのかについてこれまでよ
りも把握しやすくなっている。2022 年の「生きている地球指数」によれば、
1970 年から 2018 年の間、野生生物の個体群は相対的に平均 69% 減少して
いる。

生きている地球指数は野生種の相対的な個体群の推移を追跡している
42–44。この指数は、世界の数万もの陸上、淡水、海水の脊椎動物の個体群
の平均的な推移を算出して導出したものである。生物多様性の損失を食い
止めるためのさまざまな政策が 30 年にわたって行われたにもかかわらず、
これまで『生きている地球レポート』で報告してきたように引き続き減少
傾向が認められる。

2022 年の世界の「生きている地球指数」によれば、1970 年から 2018
年の間、調査対象となった野生生物の個体群は平均 69% 減少している（範
囲：63% ～ 75%）。この指数は、増加傾向も減少傾向も含んでいる。

統計上の正確性を確保するため、特定の種や個体群を除いて再計算を行い、
指数に対する負荷テストを行っている。このようにして、種や個体群の極
端な減少や増加の影響を受けていない指数であることが確認できている。

『生きている地球レポート 2020』で報告以降、838 の種と 11,011 の個体
群が新たにデータセットに追加され、生きている地球指数は更新されてい
る。更新後データのうち、魚類の数が大幅に上昇（29%、481 種の増加）し、
ブラジルなど前回のレポートであまり取り上げられていなかった地域につ
いてのデータが充実した（詳細は、英語以外のデータソースの調査に関す
る後述セクションに示す）。

ヴァレンティナ・マルコーニ
ルイーズ・マクレー
ソフィー・レジャー
ケイト・スコット＝ゲッティ
ハンナ・プレストン
シャーロット・ベンハム
ロビン・フリーマン
（ロンドン動物学協会）
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図 3：生きている地球指数（1970 年～
2018 年）
調査対象とした世界全体の 5,230 種、
31,821 の個体群は平均で相対的に 69%
の減少を示した。白い線は指数値を示
し、色のついた部分は統計信頼区間を
示す（統計信頼区間 95%、範囲 63% ～
75%）。
出典： WWF/ZSL (2022)184

生きている地球指数
統計信頼区間

凡例
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個体群の推移が重要な理由

生きている地球指数は世界中の哺乳類、鳥類、爬虫類、両生類、魚類の個
体群を追跡している。2022 年に対象としたのは約 32,000 の種の個体群
であり、2020 年と比べ個体群の数は 11,000 種も増え、『生きている地球
レポート』2020 年版と 2022 年版の間で過去最大の増加となっている。

こうした個体群、すなわち個体群の規模の相対的な推移は、その時々の生
態系の変化を知ることができるため重要である。基本的に、個体群の減少
は生態系全体の健全度に対する早期の警告となる指標である。同時に、個
体群の推移は外部の条件によって変化する。したがって、保護活動や保護
政策が成功していれば、種の個体群の傾向に即座に反映される。

英語以外の言語によるデータソース

科学的知識の情報共有においては英語以外の言語も頻用されている 46。一
方で「生きている地球指数」などの世界の生態系データベースでは、英語
が広範に使われていない国の記録が少ない 47。多くの場合、それは最も生
物多様性に富む地域にある国であったりする。これは、英語のデータソー
スが入手しやすいこと、また「生きている地球指数」の作成チームが作業
に使用する言語が英語であることなどにも由来している。

今年の『生きている地球レポート』では、WWF ブラジルとサンパウロ大
学の協力者が、ポルトガル語で書かれた学術誌や環境影響報告を調査した。
彼らの尽力により、ブラジルの 1,002 の種（うち 575 種はデータベース
に新規に追加された）について、3,269 の個体群が特定され、「生きてい
る地球指数」に追加された。また、環境保護に関する英語以外の言語の学
術論文も過去数十年において英語の論文と同様の割合で増加している 48。
将来的には、協力ネットワークをさらに拡大し、生きている地球指数デー
タベースにその他の数多くの言語のデータを取り入れていく予定である。
これによって、より実態に即した生態系のデータセットが作成できるだけ
でなく、世界中の重要な科学調査やモニタリング調査の結果を指数に反映
できるようになる。

個体群の推移
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生物多様性の変化は世界各地で異なる
「生きている地球指数」だけでは全てを把握することはできない。個体群の推
移は地域によって異なっており、特に熱帯地域で大幅な減少が見られる。

「生物多様性及び生態系サービスに関する政府間プラットフォーム（Inter-
governmental Science-Policy Platform on Biodiversity and Ecosystem Ser-
vices： IPBES）」は世界をさまざまな地理上の地域に分割している 39, 45。
この分割は、国連生物多様性条約で合意された目標への取り組みの進展を
モニタリングする目的で行われている。

ヴァレンティナ・マルコーニ
ルイーズ・マクレー
ロビン・フリーマン
（ロンドン動物学協会）
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図 4：IPBES の分類に基づいた
地域別の「生きている地球指数」

（1970 年～ 2018 年）
白い線は指数値を示し、色のつ
いた部分は統計信頼区間を示す

（95%）。
出典： WWF/ZSL (2022)184
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ここに示す「生きている地球指数（LPI）」の推移は、
IPBES の地域分類に従って、IPBES が定める各地域に
属する国における陸上・淡水域の全ての個体群を示し
ている。アメリカ地域はさらに北米、および、中南
米・カリブ海（メソアメリカ、カリブ海、南米を合わ
せた地域）に分かれている。生物種ごとの傾向は、そ

れぞれの地域にある生物種の数に基づいて重みづけが
行われている。これらの地域別の傾向の詳細や「生き
ている地球指数」のその他のデータは、『2022 Living 
Planet Report: Deep dive into the Living Planet Index』

（英語版）に記載されている。
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淡水域の「生きている地球指数」
過去の『生きている地球レポート』の結果を裏付ける新たなデータが大量に追
加された結果、淡水域の生きている地球指数の個体群は最も深刻な打撃を受
け、平均 83% の減少を示した。

淡水域には脊椎動物種の 3 分の 1 が生息しており、生物多様性に富んで
いる。一方で、淡水は、生活用水としての利用、エネルギー生産、食料の
安全保障、産業利用など 50、私たちの生存とウェルビーイング 49 にとって
不可欠なものである。淡水が地表全体に占める割合は 1% 未満に過ぎない
が、人類の半数以上は淡水域から 3km 以内の場所に暮らしている 51。

人間が近くに住むことで、汚染、取水、流れの変更、種の乱獲、外来種の
侵入などが、淡水種やその生息域にとって脅威となり、生物多様性の損失
リスク多発エリア 182 が生じる。淡水域は相互に密接に連結しているため、
脅威はある場所から別の場所に簡単に波及する 52, 53。

哺乳類、鳥類、爬虫類、両生類、魚類の 1,398 種を代表する 6,617 の対
象個体群に基づき、淡水域の「生きている地球指数」は淡水生息域の状態
を表している。1970 年から、これらの個体群は平均 83%（範囲：74% ～
89%）減少している。新たな淡水種 454、個体群 2,876 がデータセット
に追加され、これまでで最も大きなサンプル数を使用した結果、淡水域の

「生きている地球指数」は、全体の「生きている地球指数」やこれまでの『生
きている地球レポート』にあるように、減少していることが裏付けられた。

ヴァレンティナ・マルコーニ
（ロンドン動物学協会）

モニカ・ベーム
（インディアナポリス動物園）

ルイーズ・マクレー
ロビン・フリードマン
（ロンドン動物学協会）
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図 5：淡水域の「生きている地球指数」
（1970 年～ 2018 年）
地 球 全 体 の 淡 水 種 1,398 種、6,617
の個体群は、平均 83% 減少した。白
い線は指数値を示し、色のついた部分
は統計信頼区間を示す（統計信頼区間
95%、範囲 74% ～ 89%）。
出典： WWF/ZSL (2022)184

淡水域の生きている地球指標

統計信頼区間

凡例
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回遊する魚に何が起きているか？
多くの魚類の種は餌の確保と繁殖のため回遊する。この移動は淡水生態系の連
結性に依存しており、その連結性は減少している。

1,000km 超の規模の河川のうち、全長にわたって水が自由に流れている
河川はわずか 37% である 54。一部の魚類の種はこうした「遊泳路（自由
水流のある河川）」55 を長距離にわたって移動するが、その際にダムや貯
水池の存在は種の生存にとって脅威となる。

淡水回遊魚（淡水生息域に部分的あるいは完全に生息する魚類）について
の「生きている地球指数」は、1970 年～ 2016 年の間に平均 76% 減少し
た。原因は生息域の損失・改変で、特に移動経路上の障壁は淡水回遊魚個
体群への脅威の約半分を占めていた。

淡水生息域を再び連結するための主な解決策は、魚類が障壁を通過できる
ように水路を改良すること、そしてダムの撤去である。例えば、米国メイ
ン州ペノブスコット川では 2 つのダムを撤去し、その他のダムを改良した
結果、5 年間でニシン科のアロサの数が数百から 2 百万近くまで増加し、
人々が釣りを再開できるようになった 55。

ルイーズ・マクレー
（ロンドン動物学協会）
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図 6：淡水回遊魚の「生きている地球指
数」（1970 年～ 2016 年）
247 種、1,406 個体群の平均的な変化を
モニタリングした結果、76% 減少してい
た。白い線は指数値を示し、色のついた
部分は統計信頼区間を示す（統計信頼区
間 95%、範囲 88% ～ 53%）。
出典： Deinet et al. (2020)56

淡水回遊魚の生きている地球指標

統計信頼区間

凡例



40     生きている地球レポート 2022

繁栄から絶滅へ：
種の絶滅リスクと再生について
絶滅危惧種に関する IUCN レッドリストは、種の絶滅リスクを相対的に評価し
ている。現在は、種の個体群回復を評価し、保護成功率を測定するために新た
なツールとして「グリーンステータス」評価が使用されている。

国際自然保護連合（IUCN）では、生活史特性、個体群、生息分布の規
模と構造、これらの経時変化に関する情報を使って 14 万を超える種を
評価し、それぞれを「絶滅（Extinct：EX）」、「野生絶滅（Extinct in the 
Wild：EW）」、「 近 絶 滅 種（Critically Endangered：CR）」、「 絶 滅 危 惧 種

（Endangered：EN）」、「 危 急 種（Vulnerable：VU）」、「 近 危 急 種（Near 
Threatened：NT）」、「低危険種（Least Concern：LC）」、「データ不足種（Data 
Deficient：DD）」の 8 つのカテゴリーに分類している 57。

すべての種が少なくとも 2 回評価されている 5 つの分類群に対して、レッ
ドリスト指標（RLI）は真の変化に基づく相対的な生存確率の経時的な推
移を示している。これらのデータから、最も脅威にさらされているのはソ
テツ（古代からある植物グループ）で、最も減少速度が速いのはサンゴで
あることがわかった。その他の一度だけ評価された群についてはベースラ
インの RLI を利用可能である。ベースライン RLI によると、爬虫類の最初
のベースライン RLI は哺乳類と類似しており、トンボの RLI は鳥類と類似
している。

クレイグ・ヒルトン・テイラー
（国際自然保護連合）
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サンゴ類図 7：レッドリスト指標（RLI）
経時的な生存確率（絶滅リスクの逆）
の傾向を示す指標 61。グループ内の
すべての種が近い将来に絶滅する見
込みが低い「低懸念」に分類される
場合は、RLI が 1.0 となる 61。すべて
の野生生物が絶滅してしまった場合
は RLI が 0 となる。経時的に数値が
安定している場合は、そのグループ
全体の絶滅リスクが変わらないこと
を意味する。生物多様性の損失傾向
が低減すれば、RLI は上昇傾向を示す。
一方、RLI が低下している場合、種が
絶滅に向かうスピードが加速してい
ることを意味する。
出典：IUCN (2021)57

絶滅リスク
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レッドリスト評価と合わせて確認することによって、グリーンステータス
評価 58 は種の保護状況についての全体を把握することができる。これに
よって、絶滅リスクは低いものの、過去の個体群レベルに比較すると減少
が進んでいる種（ナベコウなど 59）があることがわかる。また、グリーン
ステータスによって、過去、現在、将来にわたって保護活動がある種に及
ぼす影響を確認することも、対象種（ダーウィンハナガエル 60 など）の
回復のための具体的な活動の有用性を確認することもできる。

未評価 不確定 完全回復 小規模減少 中規模減少 大規模減少 野生絶滅 絶滅深刻な減少

© Jaime Bosch

ダーウィンハナガエル (Rhinoderma darwinii ) はグリーンステータスで
「絶滅危惧種（Critically Depleted）」に分類されているが、「再生可能性
（Recovery Potential）」は高い。

© Jaime Bosch
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IUCN レッドリストを利用して
脅威多発エリアを知る
レッドリストのデータを使用する新たな解析方法によって、農業、狩猟、森
林伐採、汚染、侵略的外来種、気候変動という陸上脊椎動物にとって主要な 6
つの脅威を重ねてマッピングすることができる。

陸上のすべての両生類、鳥類、哺乳類（合計 23,271 種）の空間分布と脅
威について、IUCN レッドリスト専門家による情報を組み合わせて、農業、
狩猟と捕獲、森林伐採、汚染、外来種、気候変動がこれらの生物種グルー
プにもたらす脅威について地球全体のマップを作成した 62。

マイク・ハーフット
（ヴィッズアリティ、国連環境計画
世界自然保全モニタリングセンター
（UNEP-WCMC））

ニール・バージェス
（国連環境計画世界自然保全モニタリ
ングセンター（UNEP-WCMC））

ジョナス・ゲルドマン
（コペンハーゲン大学）

図 8：世界の絶滅リスク多発エリア
いずれかの分類または脅威においてホットスポット地域
に分類し、さまざまな種と脅威について相対的な重要度
を色で測定している。絶滅リスク多発エリアとは、各主
要脅威と生物種グループにおいて最大 10％の種の数が危
険にさらされている場所である。
出典： Harfoot et al. (2021)62

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

凡例



43

作成したマップから、両生類にとって最も脅威となる
のは農業であり、鳥類や哺乳類にとっての最大の脅威
は狩猟と捕獲であることがわかる。地理別では、種が
重大な脅威に直面する可能性が最も高い地域は東南ア
ジアで、特に鳥類に対する影響を中心に、気候変動の
脅威による影響が最も大きいと予想されるのが北極・
南極地域、オーストラリア東海岸、南アフリカである。

6 つの脅威の影響予想をマッピングし、ここに保護優
先度（種の豊富さなどにより決定）が高い地域の情報
を組み合わせることによって、保護優先度および脅威
の度合いを相関させた新たな「絶滅リスク多発エリア

（ホットスポット）」を特定できる（図 8）。その結果、

熱帯地域では主として農業、狩猟と捕獲、森林伐採に
よる脅威が発生している一方、ヨーロッパでは汚染の
脅威による絶滅リスクが最も顕著であることがわか
る。

ヒマラヤ山脈、東南アジア、オーストラリア東海岸、
マダガスカルの乾燥熱帯林、アルバーティーン地溝、
東アフリカの東アーク山脈、西アフリカのギニア森林
地域、大西洋岸森林、アマゾン川流域、中南米のパナ
マとコスタリカにかかる北部アンデス山脈はすべて、
あらゆる脅威カテゴリーですべての生物種グループの

「リスク軽減のための優先度高地域」となった。
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消えゆくサメとエイ
世界全体でサメとエイの個体群は、過去 50 年のうちに 71% 減少している。
主な原因は、1970 年以来漁業による悪影響が 18 倍に増加したことによる。

サメとエイは、健全な海洋にとって重要な存在だが、人の健康に良いと言
われる成分（マンタやイトマキエイの鰓板など）やフカヒレスープなどの
料理に使用するため、その肉や部位が重用されるようになってきた 63, 64。

サメとエイ 31 種のうち 18 種の世界の個体群は、過去 50 年間で 71% 減
少した 65。このような大きな減少によって、他種の絶滅リスクも高まる
こととなる。1980 年時点で、サメとエイ 31 種のうち 9 種が準絶滅危惧
種となり、2020 年時点では、サメとエイの 4 分の 3 の種（77%、24 種）
において絶滅リスク上昇の脅威にさらされている。例えば、ヨゴレとい
うサメの一種は 3 世代が交代する間に 95% も減少し、結果として IUCN
レッドリストの「危急（Vulnerable：VU）」から、「深刻な危機（Critically 
Endangered：CR）」に分類が変更された 66。

ネイサン・パコーロー
ニコラス・K・ダルヴィー
（サイモンフレーザー大学）

- 81%
- 75%

- 31%

0

1

2

1970 1980 1990 2000 2010 2018

In
de

x 
va

lu
e 

(1
97

0 
= 

1)

小型サメの生きている地球指数
（250cm未満）

信頼区間

中型サメの生きている地球指数
（250〜500cm）

信頼区間

大型サメの生きている地球指数
（500cmより大きいもの）

信頼区間

凡例

指
数
値
（
19
70
=1
）

図 9a：生きている地球指数（1970 年～ 2018 年）、体の大きさ別に分類（最大全長により、
3 種類に分類：小型は 250cm 以下、中型は 250 ～ 500cm、大型は 500cm 超）
乱獲によって、サメとエイは減少傾向が続いている。大型種は肉やヒレの量が多く一般的に
経済価値がより高いことから、小型種よりも先に捕獲され、早い時期から減少傾向を示す。
しかし、残念ながら大型種は長寿で成熟も遅いため、乱獲によって失った数を取り戻すこと
ができない。より小型のサメやエイは寿命が短いため、漁業による死滅が増えても、大型種
よりもそれに耐える能力が高い。
出典：Pacoureau et al. (2021)65
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© naturepl.com / Jeff Rotman / WWF

太平洋、コスタリカ・ココス島のアカシュモクザメ (Sphyrna lewini)
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図 9b：3 種のサメの「生きている地球指数」（1970 年～ 2018 年）
かつて繁栄していた広範にわたるサメの種が激減し、現在 IUCN レッドリストの脅威カテゴ
リーの上位 2 つに分類されている。例えば、高値で取り引きされるアオザメは最近になって「危
機（Endangered：EN）」に分類されており、代表的な海のサメ、ヨゴレは「深刻な危機（Critically 
Endangered：CR）」に分類されている。シロザメの数は過去 50 年間で世界全体で平均 70%
減少したが、現在は、1990 年半ばに捕獲が禁止された米国の太平洋沖と大西洋沖などの一
部の地域で増加に転じている。
出典：Pacoureau et al. (2021)65
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海洋の食物網は複雑なため、サメとエイの減少が生態系に及ぼす影響は明
らかではない 67–69。だが、こうした捕食種の減少による深刻な影響が、次
第に明らかになりつつある。例えば、サメやマグロといった最上位捕食種の
減少は、海洋の食物網に重大な機能的変化を生じさせる可能性がある 70, 69。

サメはまた、多くの地域コミュニティやその経済にとって欠かせない存在
である 71。報告されているような種の激減は、多くの低所得国の食の安全
と収入を脅かす結果となっている 72。これらの国々では生活のためにさま
ざまなサメやエイを捕獲する漁業が何百年も前から続いており 73、漁業者
のために代替収入の手段を展開することで、持続可能性への移行を大きく
後押しできる。漁獲量制限を設けて減少を食い止め、個体群を持続可能な
レベルまで回復させることは、こうした代表的な捕食種だけでなく、この
種に依存する生態系や人々の未来を保障することになる。

© Daniel Versteeg / WWF

ガラパゴス諸島、ダーウィン島近郊の海底近くを泳ぐマダラトビエイ (Aetobatus narinari)
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自然はどれほど原型を
とどめているか？

「生物多様性完全度指数」は、ある地域の本来の生物多様性がどれほど残って
いるかを推定するもので、過去、現在、未来の自然に加えられた変化を理解す
るのに役立つ。

たとえ現地で絶滅した種がないとしても、原始の状態と比べた際の人間界
からの悪影響によって、生物種コミュニティが根本的に変化してしまうこ
とがありうる。

アンディ・パーヴィス
（自然史博物館）

サマンサ・ヒル
（国連環境計画世界自然保全モニタリ
ングセンター（UNEP-WCMC））

0 25 50 75 100

凡例

図 10：2020 年生物多様性完全度指数（分解能 0.25 度）
世界平均は 77% である。
出典：Natural History Museum (2022)75
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「生物多様性完全度指数（BII）」は 0 ～ 100% で示され、100% であれば、
人間のフットプリントがほとんど、もしくはまったく存在しない未かく乱
の自然環境を表す 74, 75。生物多様性完全度指数（BII）が 90% 以上なら、
その地域には十分な生物多様性があり、かつ生態系が機能しレジリエンス
があることになる。90% 未満の場合、生物多様性の損失損失によって生態
系の機能が不十分かつ不確実となった可能性がある。BII が 30% 以下の場
合、その地域の生物多様性は枯渇しつつあり、生態系が崩壊寸前であるこ
とを示している。

BII モデルは現在、極地的な影響、ランドスケープ規模の影響の単純な測
定、ランドスケープの履歴（どのくらい前に人間の土地利用がその土地の
30% に最初に及んだか）も対象としている。BII は、計画している保護活
動が生物多様性のさらなる損失を食い止めるのに十分かどうかを分析する
ために活用できる 76。

生物多様性の
成り立ち
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自然と人間
「自然がもたらすもの（NCP）」をマッピングし、モデル化することで、生態系
の変化によって人々が自然から受ける恩恵がどのように変化するかを予測で
きる。

「自然がもたらすもの（Nature's Contribution to People：NCP）」は、人間
の生活の質に対する自然の貢献度を表す指標で、生態系からのこうした恩
恵の供給と、恩恵に対する人類の需要をモデル化して評価することができ
る。「自然がもたらすもの」の供給は、生態系のプロセスと機能が基盤と
なっている。例えば、自然界で巣を作る蜂やその他の野生の花粉媒介者は、
近隣の穀物の授粉を行う。川沿いや丘に生育する草は、汚染物質を捕獲し、
私たちが利用する水の自然な浄化を行う。マングローブ、サンゴ礁、その
他の沿岸生息地は、沿岸地域の暴風雨、浸食、洪水などから人間を保護す
る役割を果たす。「自然がもたらすもの」の需要側は、人間の居住地や活動、
あるいはそのニーズや嗜好等によって異なり、自然への依存度を示す。「自
然がもたらすもの」の代替物が入手できない、影響を受けやすい人々につ
いては、特別な注意を払う必要がある。

人間の生活の質に対する自然の貢献度が最も高い地域を特定するには、自
然への依存度が高い地域をマッピングしなければならない 132。こうした
地域をどうマッピングするかは、恩恵がどのようにもたらされるかによっ
て異なる。例えば、蜂の巣の場所と花粉媒介に依存する穀物の間の蜂の飛
行パターン、あるいは、川の水が飲料水の取水、レクリエーション、漁業
その他の活動のために人間が使用する流域に至るまでの流路、あるいは、
人や建物のある海岸沿いでの波の破壊力を低減する物理特性、などである。

世界規模の分析によって、生物多様性と「自然がもたらすもの」の間のト
レードオフ、特に炭素、水の供給、水産物の生産におけるトレードオフが
確認されており 77, 78、自然と人間への利益を管理するために、さまざまな
保護戦略が必要となることが示唆されている。さらに、地域的な分析によっ
て、既存の保護区域の構造が「自然がもたらすもの」の最大化を必ずしも
考慮せず設計された場合、保護による成果が制限され、相乗効果は限定的
なものになることもわかってきた 79。

レベッカ・チャップリン＝クラマー
（スタンフォード大学自然資本プロ
ジェクト、ミネソタ大学環境学会、
SpringInnovate.org）
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© naturepl.com / Andy Sands / WWF

英国ハートフォードシャーの森でイングリッシュ・ブルーベル (Hyacinthoides non-scripta) を見つめる子供
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生きている地球を大切にするためには
先住民のリーダーシップが重要になる
環境保護において先住民のリーダーシップが重要であることが、ますます認識されつ
つある。先住民の有識者から学ぶことで、古来からの人と場所とのつながりを尊重す
る環境保全の仕方に改めて導かれる。

世界の先進国のリーダーは、人間の活動の制御に失敗し、気候変動と生息
地の喪失を引き起こしてきた。一方、先住民の土地や水源は、何千年も前
から大切にされてきた 80。例えば、カナダ、ブラジル、オーストラリアで
は、先住民の土地の脊椎動物の生物多様性は、公的に保護されている地区
の生物多様性と等しいか、これを上回っている 81。自然保護のために人間
を自然から隔離するという植民地主義的な発想、あるいは人類の影響の及
ばない手つかずの自然という考え方とはまったく異なり、先住民の自然保
護の方法においては、人と場所との相互のつながりが文化的活動や保全に
おいて重要であると考えられている。先住民のアプローチは、言語、物語、
儀式、習慣、法律の形で何世代にもわたって受け継がれてきており、科学
的および生態学的な理解を含む先住民の知識体系として決定づけられてい
る（図 11）。

地球上の生物多様性の損失は、先住民族（Indigenous Peoples）やその暮
らし方に深刻な影響をもたらしている。例えば、魚の減少は、単に食料の
減少となるだけではなく、漁業を通じて水路が監視され、知識と言語を伝
える手段が提供され、先住民の慣習が体現されている。カナダのブリティッ
シュコロンビア州全体で、先住民の長老たちはサケが取れなくなったと報
告しており、これは本書に示す傾向（一生涯において 83% の減少）と合
致している 82。長老たちは先住民の言語の復興を訴えており、より持続可
能で公正な未来を切り開くためには根本的に先住民がリーダーシップをと
ることが重要であると主張している。

アンドレア・レイド
（ニスガ族、ブリティッシュコロンビ
ア大学）

数形の「Peoples」を使用するのは、世界の多くの先住民が複数の
個別のグループで構成されており、世界 70 か国で合計 370 万超
にのぼるためである。先住民を英語表記する際、例えば Canadian
や European など、他の国や文化を示すときと同様に「Indigenous 
Peoples（先住民）」と大文字を使用している。
Indigenous Peoples（先住民）－「固有の文化を有し、人間と環境との独自の関係性を引き継ぎ
実践する者。自らが住む世界の支配的集団とは異なる社会的、文化的、経済的、政治的な特徴を守っ
てきた人々である。」
出典：UN (2022)84



53

こうした公正な未来には、先住民と非先住民の両方の知識体系にそれ
ぞれの価値を認めることも含まれる。例えば、「エトゥアプトゥマンク

（Etuaptmumk）」（2 つの目で見ること）だ。すなわち先住民の知識とその
認識方法の長所をひとつの目でとらえ、もうひとつの目で現在主流の知識
とその認識方法の長所をとらえ、それぞれの見方を合わせて両眼で見るこ
とで両方の利点を利用することを意味する 83。エトゥアプトゥマンクとい
う方法を適切に実践し、配慮することで、新たな情報源として先住民の知
識を活用するだけでなく、こうした認識方法に古来より結びついている土
地や人々と協力することができる。

図 11：伝統的な生態学の知識、先住民の科学、先住民の知識体系の相関関係
太平洋のサケのライフサイクルになぞらえて表している。イラストの中心にあるのは、サケの
卵であり、ここからスタートする。この中心に埋め込まれた認識や哲学が時間を超え、何世代
にもわたって言語、物語、儀式、習慣、法律の形で受け継がれていく。サケ、そしてサケとと
もに暮らす人々は、同じ場所にいるわけではないが、相互に依存して暮らしている。
出典：Nicole Marie Burton によるイラスト

法律

物語伝統的な
生態系の

知識

先住民の科学

先住民の知識

習
慣

儀
式

言
語
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在来植物の文化的、経済的重要性
ギニアをはじめ各国で、環境保護を支援し、生活を向上させるために食用の果
実や木の実がなる森林種が植栽され始めている。

植物の保護においてきわめて重要となるのは、熱帯重要植物区域（Tropical 
Important Plant Area：TIPA）など、生物多様性に富む自然の生息地の保
護に取り組むよう地域コミュニティに働きかけることである 85。この目標
達成への一歩となるのが、生活を改善するのに有用な在来植物種を植えて
増やす活動である。

ギニア共和国では、数種の自生の森林種の果実と種子を伝統的に収穫して
きた。しかし、1990 年代までにギニア在来の森林はその 96% が伐採され
てしまい 86、森林伐採は今も進行中である 87。一方、トーラ（Beilschmiedia 
mannii）、プチコーラ（Garcinia kola）、ジンジャーブレッド・プラム・バ
ンソウマ（Neocarya macrophylla）などの食用ナッツは昔から好まれ 88, 89、
さらに健康に良い栄養食品としての認知が高まっているおかげで、その需
要は供給を上回っている 90–92。

ギニアの 3 つの TIPA94 における緩衝地帯において「絶滅危惧樹木種」を
増やす取り組み 93 では、こうした有用な種の混植が取り入れられている。
この取り組みは、保護活動のモチベーションとなり、収入源を増やす機会
を提供し、人間開発指数において最下位に位置する国の地域コミュニティ
に栄養を供給することができる。

ドニーズ・モルムー
セコウ・マガスーバ
トクパ・セニー・ドリー
（ギニア国立植物標本館）

シャルロット・クーシュ
（ギニア国立植物標本館、キュー王立
植物園）

イザベル・ラリドン
（キュー王立植物園）

メラニー＝ジェイン・ホーズ
（キュー王立植物園、キングス・カレッ
ジ・ロンドン）

イアイン・ダービーシャー
イーマー・ニック・ルガーダ
マーティン・チーク
（キュー王立植物園）
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© Martin Cheek

野生のジンジャーブレッド・プラム・バンソウマ (Neocarya macrophylla) の生息地。その種子はギニアで食用ナッツとして取り引きされている。
アカオザルは果実を食べるが、ナッツを含む内果皮は食べない。炭として利用するため、また平地では外来種であるカシューのプランテーション
とするため、樹木は現在も伐採され続けている。
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ザンビアでの保護、保全、
レジリエンス強化の取り組み
ザンビアでは、気温の上昇と降雨パターンの変化によって、洪水と干ばつ
が頻繁に発生するようになった。何よりも、これらの災害により、生態系
の維持や地域コミュニティの生活と健康のためになくてはならない水系が
崩壊した。ザンビアのルサカと南部地域では、過去の長期化する乾期、樹
木の伐採、集水域のかく乱により、水不足が現実のものとなっている。水
が確保できなくなることで環境面、社会面の双方に影響が出ており、さら
に気候変動が事態を悪化させている。特に家族のために水を運ぶ役割を
担っている女性や少女にとっては大きな問題だ。

地域で先行する取り組み「気候変動対応型農業連盟（CSAA）」では、現地
の人々と協力し、チカンカタ区域の一角の集水域周辺に在来作物種を植え、
将来に向けて使用できるように水資源を保護する活動を行っている。この
活動によって、現在の危機に対して現地の解決策を選択できるよう支援・
促進し、水不足の影響を最も受ける人々が持続可能な資源管理を担うこと
ができるようになる。地域の人々は集水域の管理、保護、保全を行いなが
ら、同時に気候変動の影響に対するレジリエンスを強化している。
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© James Suter / Black Bean Productions / WWF-US

水を汲むため、空のバケツを頭にのせてザンビアのルアングワ川へ向かう地元の女性
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オーストラリア先住民の
土地と水に関する知識の現状
先住民は何世代にもわたって、地表の水も地下の水も大切に管理してきた。
オーストラリアの場合、65,000 年以上前から数千世代にわたり守られてきた。
先住民の水とのつながりはとても強く、文化的アイデンティティ、言語、性別、
法律の基盤であり、そして特に乾燥した土地で生きていくための基盤となって
いる。

先住民が持つ知識や物語は、何世代にもわたって自分たちの土地を観察し
理解し、水を知り、水を守り続けてきた産物である。

先住民の調査方法は、文化的に適切な方法で探求するための基本となり、
それによって先住民研究者とコミュニティの間に文化的に安全な距離を生
じさせることができる 95。オーストラリア南西部の「全国の文化循環調査
プロジェクト（National Cultural Flows Research Project：NCFRP）」は、
能力強化や事前の自由なインフォームドコンセント、先住民主導の科学を
支援している。NCFRP は、アボリジニの文化的な水の価値を評価し、生
態系、社会経済、健康とウェルビーイングにプラスとなる強固な方法論を
開発し、政策、法律、制度の改革を推奨して、多文化間交流の実現に取り
組んできた 96。しかし、オーストラリアにおいて現在まで司法が NCFRP
の方法を採用した例はあまり多くない。

水に関する先住民の調査方法の展開は、依然としてオーストラリアでは限
定的なものにとどまっている。原因は主として政府の怠慢、水に関する先
住民の知恵を実践する者が少ないこと、この分野の中心となっているのが
非先住民の研究者であるためだ。先住民の知識、調査、視点は西洋の科学
知識に情報を与え、これを補完するのに適しているが、異文化間の調査に
おける難題のひとつは共通の基盤を見つけることにある 97, 98。全国でも地
域レベルでも、先住民の規範を用いて、社会が水を大切にして管理する方
法に影響を与えることができる。水資源計画にこうした先住民の水に関す
る考え方が組み込まれれば、さまざまな種類の文化的交流を保護し認知さ
れるため、オーストラリア人は恩恵を受けるはずだ。水資源にかかる他の
さまざまな保全方法においても有益となるだろう。

ブラッドレー・J・モグリッジ
（キャンベラ大学）
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© Wim van Passel / WWF

オーストラリア、北部特別地域、カカドゥ国立公園のイエローウォーターリバー沿いに生育するユーカリ (Eucalyptus)
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第 3 章
ネイチャー・ポジティブな社会を
実現するために
私たちは、地球が健全でなくなっていること、またその理由も知っている。気候変動
と生物多様性の損失を食い止めるための対策があり、そのための知識があることも
知っている。まず、私たちにとって必要な革新的な変化を促進するための意思決定、
政策決定においてどのように価値、権利、規範を中心に置くかを考える。また、未来
を想像するためのモデルやシナリオを考察し、経済学、テクノロジー、消費と生産が
どのような役割を果たせるかを理解しよう。アマゾンとコンゴ川流域では、理論を実
践に移す第一歩として、2 つの試験的な取り組みが始動している。
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© Emmanuel Rondeau / WWF-US

ネパールで自分のカモミール畑に立つシルジャナ・タル
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クリーンで健全、かつ
持続可能な環境に対する権利
2022 年、国連総会は「どこに住んでいてもすべての人がクリーンで健全、かつ
持続可能な環境の中で生活する権利を有する」とし、これを尊重することは選択
肢ではなく義務であるとの認識が示された。

誰もがきれいな空気を吸い、安全な水を飲み、持続可能な方法で生産され
た食物を食べる、そんな世界を想像してほしい。汚染や有毒物質がない世
界、気候も安定しており、生物多様性も健全で、豊かな生態系がある世界
をイメージできるだろうか。

クリーンで健全、かつ持続可能な環境で生活することは全ての人の基本的
人権であり、政府や企業が尊重すべき世界的ビジョンとなった。

2022 年、国連総会は世界のあらゆる場所で、あらゆる人がこの権利を持
つことをついに認めた 99。1972 年に国連が開催した第 1 回国際環境会
議から 50 周年となるのを記念して開催された 2022 年のストックホルム
+50 会議において世界のリーダーが強く要求したとおり 100、これを実践
に移すときが来た。この権利を守ることは、もはや選択肢ではなく義務な
のである。

クリーンで健全、かつ持続可能な環境に対する権利を実現する、というこ
とは、人々が自然と調和した生活を送ることを妨げている相互に関係した
危機、すなわち気候変動危機や、生物多様性の急激な損失、広範な汚染な
どの危機に対し、「権利に基づくアプローチ」を取り入れることを意味す
る 101-104。

権利には責任が伴い、それは政府、企業、個人のいずれにとっても同じで
ある。まず政府は、誰もが差別なく個々の権利を享受できるように法律や
政策を整備する責任がある。自然保護の観点からいえば、化石燃料の使用
を制限する法律の策定と施行、絶滅危惧種やその生息域を保護するための
法整備、生態系回復のための投資、自然資源の採取産業の段階的廃止と適
切な規制、企業に対するサプライチェーン全体での人権と環境デューデリ
ジェンスの実施の要求、生態系の劣化につながる補助金の撤廃、そして循
環経済への移行など持続可能な生産と消費へのシフトを意味する。

デヴィッド・ボイド
（国連人権環境問題特別報告者、ブリ
ティッシュコロンビア大学）
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権利に基づくアプローチでは、全員の意見に耳を傾け、既存の活動により
生活、健康、権利が脅かされる人々が意思決定の場に参加できるようにす
る。このアプローチは、最も影響を受けやすく、不利な立場にある人々に
焦点をあて、説明責任を果たすことを目的とする。

これまでの経験から、社会に革新的な変化を引き起こすために人権が強力
な力を持つことはすでに証明されている。これは、人種差別撤廃論者、婦
人参政権論者、公民権運動の活動家、先住民などが実現した前進を見れば
明らかであり、主要国や最近の事例 103 からもクリーンで健全、かつ持続
可能な環境に対する権利は、社会システム全体の変革を加速化させる役割
を果たすことができる。

健全な環境に対する権利があることによって、80 以上の国々で、環境関
連の法律や政策の強化、その実施や施行、幅広い市民参画、そして最も重
要なこととして環境パフォーマンスの改善が促進されている。またこの権
利は、世界中の市民によって絶滅危惧種や危機的な状況にある生態系を保
護するために行使されている。

1994 年に健全な環境に対する権利を憲法に取り入れたコスタリカは、そ
れ以後世界の環境大国となった。コスタリカの国土の 30% は国立公園内
にある。また、電力の 99% は水力発電、太陽光発電、風力発電、地熱発
電などの再生可能エネルギーに由来する。露天掘りや油田、ガス田の開発
は法律で禁じられており、炭素税を財源として先住民や農家による森林の
回復を支援している。1994 年には森林伐採で森林面積が全国土の 25% に
減少したが、森林再生活動のおかげで、現在では約 50% まで回復してい
る 105。

フランスは、2004 年に健全な自然環境に対する権利を導入し、水圧破砕
の実施を禁止し、清潔な空気を吸う権利を行使し、健康や環境に懸念があ
るという理由で欧州連合が使用を認めていない殺虫剤の輸出を禁止するな
ど、強力な法律を打ち出している。

コスタリカとフランスは「自然と人々のための高い野心連合（High 
Ambition Coalition for Nature and People）」106 を主導し、「脱石油・ガス
連盟（Beyond Oil and Gas Alliance：BOGA）」107 の加盟国でもあり、健全
な環境に対する権利を世界全体に認知させるキャンペーンで中心的な役割
を果たしている。
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ごく最近では、アルゼンチンと南アフリカのコミュニティが、海洋哺乳類
に対する悪影響を理由に洋上の石油・ガス掘削作業を阻止するために、健
全な環境に対する権利を前面に持ち出した。インドネシアと南アフリカで
大気質の向上を政府に訴える際や、ケニアにおける無思慮な石炭火力発電
所プロジェクトの停止を求める際にも、この権利が用いられた。エクアド
ルでは鉱山採掘から森林を守るために、そしてコスタリカでは蜂が死滅す
ることが報告された殺虫剤の使用を禁止するために、この権利が用いられ
た。世界各地で健全な環境に対する権利に基づいて気候関連の訴訟が提起
されており、こうした訴えは勝訴する可能性が高いことが報告されている
108。

2010 年の水に対する権利の国連決議によって何百万もの人々に安全な水
を届ける活動が大きく前進したように、法的拘束力はないものの、この国
連決議によって世界規模の環境危機に対応する活動が加速することが期待
される。

今こそ、この基本的人権を利用して革新的な社会システム全体の変化を引
き起こし、地球上の誰もが健全な環境に暮らす夢を現実に変えるべきであ
る。
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© naturepl.com / Kevin Schafer / WWF

ブラジル、アマゾニア、ネグロ川支流のアーリオウ川で冠水した森林の中にいるアマゾンカワイルカ (Inia geoffrensis)
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複雑に絡み合う危機の根本原因
2021 年、国連の生物多様性ならびに気候変動関連機関である「生物多様性及び
生態系サービスに関する政府間プラットフォーム（Intergovernmental Science-
Policy Platform on Biodiversity and Ecosystem Services：IPBES）」 と「 気 候
変 動 に 関 す る 政 府 間 パ ネ ル（Intergovernmental Panel on Climate Change：
IPCC）」が初めて共同で気候変動の危機と生物多様性の危機の関連性や、その共
通の根本原因について指摘し、人間が生存できない未来のリスクが浮上している
ことを警告した。

IPBES39 と IPCC109-111 および IPBES-IPCC 共同ワークショップ 112 による最
近の評価報告書では、さらなる気候変動、そして生物多様性と「自然が
もたらすもの（NCP）」の継続的な悪化の状況が明確に描き出されている。
過去 50 年にわたり、地球の平均気温および異常気象の頻度が上昇し、こ
れに伴い絶滅危惧種の数も増加している。

こうした悪化傾向は、化石燃料の消費による温室効果ガスの排出、土地利
用の変化に伴う生息地の変化や劣化、汚染や持続不可能な生産、侵略的外
来種などの人間の活動に直接起因している。土地利用の変化や汚染といっ
た直接的な原因の一部は、気候変動と生物多様性の損失の両方の原因とな
るが、それ以外の要因はどちらか一方のみに影響する。例えば侵略的外来
種の場合は、気候に対する影響は限定的である。

直接的要因の背景には、もっと広範な間接的な要因が存在する。これには、
人口増加や人の移動、そして価値観や行動につながる社会文化、経済、技術、
制度、ガバナンスに関連する要素がある。過去 50 年で人類の人口は 2 倍に、
世界経済の規模は 4 倍に、国際貿易は 10 倍に増加しており、これらすべ
てが組み合わさることで、エネルギーと原料の需要を劇的に増加させてい
る。経済的インセンティブは一般に経済活動を拡大させ、多くの場合環境
の保護や再生ではなく、その破壊につながっている。

デヴィッド・ルクレアー
（国際応用システム分析研究所）

ブルーナ・ファティシェ・パヴァーニ
（ブラジル国際持続可能性委員会）

デトレフ・ヴァン・ヴューレン
（ユトレヒト大学）

アーフケ・スキッパー
（ラドバウド大学）

マイケル・オーバシュタイナー
（オックスフォード大学）

ニール・バージェス
（国連環境計画世界自然保全モニタリ
ングセンター（UNEP-WCMC））

ロブ・アルクメイド
（ワーゲニンゲン大学・研究センター）

ティム・ニューボールド
（ユニバーシティ・カレッジ・ロンドン）

マイク・ハーフート
（ヴィッズアリティ、国連環境計画
世界自然保全モニタリングセンター
（UNEP-WCMC））
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© Day's Edge Productions / WWF-US

ブラジルの制御不能な森林火災の煙が漂う森林と収穫後のトウモロコシ畑の航空写真
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エコロジカル・フットプリントは
地球のバイオキャパシティを上回る
現在、地球の約 2 個分に相当する生態系資源を消費しており、それは地球の
存続と人類の未来を脅かしている。

地球のバイオキャパシティとは、生態系の再生能力を意味する 113, 183。こ
れは、地球上のすべての生命系統の基礎をなすものである。例えば、バイ
オキャパシティは人間に生物資源を供給し、その廃棄物を吸収する。バイ
オキャパシティと人間のバイオキャパシティに対する需要は測定可能であ
り、後者は人間のエコロジカル・フットプリントと呼ばれる。エコロジカル・
フットプリントには、食料から繊維の生産、過剰な二酸化炭素排出の吸収
に至るまで自然に対して拮抗するあらゆる需要が含まれる。エコロジカル・
フットプリントを測定すると、人間が地球の資源を少なくとも 75% も過
剰に使用していることがわかる。つまり、1.75 個の地球資源で生活して
いることになる 113, 115。この過剰な使用によって地球の健全性が損なわれ、
人間の未来も脅かされている。

地球全体において、人間の需要と自然資源の分布が不均等になっている
113, 115。自然資源は採取された場所で消費されるとは限らないため、資源
の消費は資源の確保とは異なるものである。各国の 1 人当たりのエコロジ
カル・フットプリントから、それぞれの国の自然資源の利用状況、リスク
と機会が把握できる 114, 116, 117。エコロジカル・フットプリントの水準は、
住民が消費する食料、物資、サービスの総量、自然資源の消費量、これら
の物資やサービスの供給のために排出される二酸化炭素の量など、生活様
式や消費パターンによって異なる。

アマンダ・ディエップ
アレッサンドロ・ガリ
デヴィッド・リン
マティース・ワケナゲル
（グローバル・フットプリント・ネッ
トワーク）
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図 12：1961 年～ 2022 年の地球全体の
エコロジカル・フットプリントとバイオ
キャパシティ（1 人当たりのグローバル
ヘクタール数）
青の線は 1 人当たりのエコロジカル・フッ
トプリントの合計、ピンクの線は 1 人
当たりのカーボン・フットプリント（エ
コロジカル・フットプリントのサブセッ
ト）、緑の線は 1 人当たりのバイオキャ
パシティを示す。2019 年～ 2022 年の
結果は短期予測である。残りのデータポ
イントは「国別フットプリント・バイオ
キ ャ パ シ テ ィ 勘 定（National Footprint 
and Biocapacity Accounts）」
2022 年版から直接引用した
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図 13：土地利用別、活動別のエコロジカル・フットプリント
エコロジカル・フットプリントは人間の消費における生物圏に対する需要を測
定し、生態系の再生能力と比較したものである。2020 年、バイオキャパシティ
が 1.6 グローバルヘクタールであったのに対し、世界の平均フットプリントは 1
人当たり 2.5 グローバルヘクタールだった。フットプリントはエリア別（外側
の環）または多地域間産業連関評価（Multi-Regional Input- Output Assessment）
を用いた活動分野別（内側の環）で示すことができる 185, 186, 187, 188, 189。

エコロジカル・フットプリントの内訳

牧草地フットプリント
食肉、乳製品、革製品、毛織物製品の生産に対して必要な牧草地に対する
需要を測定したものである。

森林製品フットプリント
木質燃料、パルプ、木材製品の生産に必要な森林に対する需要を測定した
ものである。

漁場フットプリント
収穫された海産物の損失を補填し、養殖を維持するために必要な海洋生態
系や淡水生態系に対する需要を測定したものである。

耕作地フットプリント
食料、繊維、家畜用飼料、油料作物、ゴムを栽培するために必要な土地に
対する需要を測定したものである。

生産能力阻害地フットプリント
道路、住宅地、産業施設などのインフラ設備に覆われた、生物学的には生
産可能であった土地に対する需要を測定したものである。

カーボン・フットプリント
化石燃料の燃焼やセメント生産において排出された炭素量を測定したもの
である。これらの排出量は、海洋によって吸収されない分を隔離するため
に必要な森林面積に変換される。人間による管理の程度、森林の種類や年
齢、森林火災からの排出量、土壌の堆積や減少によって森林ごとに異なる
炭素隔離率を反映している。
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世界の消費
1 人当たりのエコロジカル・フットプリントは、国別のエコロジカル・フット
プリントをその国の人口で割って算出される。

1.7〜3.4 gha/人
3.4〜5.1 gha/人
5.1〜6.7 gha/人
6.7 gha/人より大きい
データ不足

1.7 gha/人未満

凡例

図 14：1 人当たりのエコロジカル・フットプリントは、その国
のエコロジカル・フットプリントを人口で割って算出される
地球が提供できる範囲で生活するためには、人間のエコロジカ
ル・フットプリントを地球のバイオキャパシティの範囲内にと
どめる必要がある。これは、現在 1 人当たり 1.6 グローバルヘ
クタールである。したがって、ある国のエコロジカル・フット
プリントが 1 人当たり 6.4 グローバルヘクタールとすると、こ
の国の住民が食料、繊維、都市生活、炭素吸収に関して地球に
求める需要は 1 人につき地球から入手できるものの 4 倍となる。
詳細については、data.footprintnetwork.org. を参照。
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地球が提供できる範囲内で生活するためには、エコロジカル・フットプリ
ントを地球のバイオキャパシティの範囲内にとどめる必要がある。地球の
バイオキャパシティは、現在 1 人当たり 1.6 グローバルヘクタールである。
したがって、ある国のエコロジカル・フットプリントが 1 人当たり 6.4 グ
ローバルヘクタールとすると、この国の住民が食料、繊維、都市生活、炭
素吸収に関して地球に求める需要は 1 人につき地球から利用可能な量の 4
倍となる。
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システム全体の
急速な変革の必要性
パラダイムや目標と価値などの、技術、経済、社会のさまざまな要因にわたる根
本的なシステム全体の作り直しを行えば、自然の減少傾向を反転させるチャンス
がまだある。

今後数十年にわたって何の対応もしなければ、さらなる気候変動と生物多
様性の損失を招き、結果として「自然がもたらすもの」が失われることが
予想される。これは、私たちすべての生活の質のさまざまな側面に悪影響
を及ぼし、持続可能な開発目標の実現を脅かす大きなリスクを伴う。

右記の図 15 に示したように、現在の政策では温室効果ガス実質排出量
はそのまま継続して増加すると予想され、結果として 2100 年までに約
+3.2℃（2.5 ～ 3.5℃の範囲）の気温上昇になると考えられている 110。生
物多様性の損失と生態系機能の低下の傾向が継続するなかで、気候変動な
どの新たな脅威が土地利用の変化や動植物の乱獲などの直接的要因による
圧力に徐々に追加されていく 112。生態系が劣化すれば、農林産品の供給
を支え、大気中の炭素を吸収する生態系の能力が低下する。気候変動の危
機と生物多様性の危機は相互に影響し合って悪化することから、いずれか
の問題を解決するには、もう一方の問題も考慮する必要がある 39。

持続可能な開発アジェンダを継続するためには、今後何十年にもわたり持
続可能性への強力な転換が必要となる。重大な悪影響を回避するために

（パリ合意に基づき）温暖化を 1.5℃に抑えるには、2050 年前後までに温
室効果ガスの排出量を実質ゼロにする急速な削減が必要となる。（「ポスト 
2020 生物多様性枠組」で予測されているように）今世紀半ばまでに世界
の生物多様性の損失を反転させるには、自然の生態系の減少とあらゆる生
態系の劣化も反転させる必要がある。

すべての間接的要因に対し同時に働きかけなければ、こうした転換は実現
しない。つまり、IPBES が「技術、経済、社会の要因全体にわたる根本的
なシステム全体の作り直し」と定義した、急速かつ広範な未曾有の「革新
的な変化」が必要となっている。

デヴィッド・ルクレアー
（国際応用システム分析研究所）

ブルーナ・ファティシェ・パヴァーニ
（ブラジル国際持続可能性委員会）

デトレフ・ヴァン・ヴューレン
（ユトレヒト大学）

アーフケ・スキッパー
（ラドバウド大学）

マイケル・オーバシュタイナー
（オックスフォード大学）

ニール・バージェス
（国連環境計画世界自然保全モニタリ
ングセンター（UNEP-WCMC））

ロブ・アルクメイド
（ワーゲニンゲン大学・研究センター）

ティム・ニューボールド
（ロンドン大学ユニバーシティ・カレッジ）

マイク・ハーフート
（ヴィッズアリティ、国連環境計画
世界自然保全モニタリングセンター
（UNEP-WCMC））
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図 15：岐路に立つ地球の気候と生物多様性と人間
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革新的な変化を起こすには、
要因に対し用意周到に
働きかける必要がある
信憑性の高い未来予測を行うため、科学者と政策決定者の議論の場において、シ
ナリオに基づくモデリングがさかんに活用されるようになっている。こうしたモデ
リングは、求められる変革の明確な要素として、問題の要因に取り組む必要性を
強調している。

生物多様性の野心的な目標を達成する方法を模索する研究（図 16 を参照）
から、従来の保全と回復活動の拡大が重要であることがわかる。しかし、
同時に生物多様性を減少させる直接的および間接的な要因に本腰を入れて
取り組まない限り、従来の活動だけでは減少傾向を増加に転じることはで
きないだろう。

特に、生産と消費においてより持続可能なやり方を採用すること、すなわ
ち生産量や取引量を持続可能なレベルに抑えること、廃棄物の低減、食事
に植物由来の食品の割合を増やすことなどは、将来の土地利用の拡大を抑
え、生態系が回復するために有益である。

気候変動と土地利用の変化があいまって生物多様性にもたらす影響は明確
ではないものの、気温の上昇を 2℃未満（できれば 1.5℃）に抑えられな
い限り、生物多様性の損失は今後も食い止めることができない 39, 111。生
物多様性の損失を止めるためには、エネルギー、建築、運輸、工業、農業、
土地利用などのすべての分野において、急速かつ大規模な脱炭素化が必要
となる。責任ある消費の原則に基づき需要側が努力することで、2050 年
までの実質排出量の削減の 40 ～ 70% を達成できる可能性がある 111。気
候変動と生物多様性のどちらにおいても、こうした努力には、介入点（レ
バレッジ・ポイント）における多方面のガバナンス担当者の介入を通じ、
日常的な価値観や習慣を慎重に見直して間接的な要因に働きかけることが
必要となる。

デヴィッド・ルクレアー
（国際応用システム分析研究所）

ブルーナ・ファティシェ・パヴァーニ
（ブラジル国際持続可能性委員会）

デトレフ・ヴァン・ヴューレン
（ユトレヒト大学）

アーフケ・スキッパー
（ラドバウド大学）

マイケル・オーバシュタイナー
（オックスフォード大学）

ニール・バージェス
（国連環境計画世界自然保全モニタリ
ングセンター（UNEP-WCMC））

ロブ・アルクメイド
（ワーゲニンゲン大学・研究センター）

ティム・ニューボールド
（ロンドン大学ユニバーシティ・カレッジ）

マイク・ハーフート
（ヴィッズアリティ、国連環境計画
世界自然保全モニタリングセンター
（UNEP-WCMC））
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マレーシア、クランタン州コタバルの中央市場で野菜や果物を売る女性

図 16：生物多様性の損失を正へ反転させることの意味と
その方法
この図は一つの生物多様性モデル（GLOBIO）の生物多様
性指標（平均種数、MSA）を 4 つの土地利用モデルで平均
化し、異なるシナリオが生物多様性の予測動向の意味と曲
線を正に向かわせる方法について説明している。
出典：Leclère et al. (2020) の図より作成 76
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貿易ハブ：
持続可能なグローバルサプライチェーン
に向けて
自然資源に関わるサプライチェーンの持続可能性に取り組むことが、喫緊の課
題となっている。新たに生まれた多国間の野心的な共同作業では、生物多様性
の損失を反転させる（ベンディング・ザ・カーブ、Bending the Curve）ために、
社会および環境への影響と国際貿易システムとを関連付けている。

国際貿易が、特に生産国における生物多様性と人間への重大な悪影響の要
因となっていることを示す明らかな証拠が示されている 118。経済活動を
支えるサプライチェーン網は非常に入り組んでいるため、買い手から売り
手へ、また輸出業者から輸入業者へと、貿易に起因する自然と人間への悪
影響が世界中に広がる可能性がある。したがって、国際的なサプライチェー
ンを通じて生物多様性のリスクが国外に広がっていく現象（輸出を目的と
した森林伐採など）は、生物多様性の損失のきわめて重要な要因となって
おり、これに対処する必要がある 119。

「貿易・開発・環境ハブ（Trade, Development and Environment Hub）」（貿
易ハブ）は多国間の学際的な協力プロジェクトであり、国際貿易体制とこ
れによる社会および環境への影響を把握することを目的としている。貿易
ハブはこの知識を活用し、貿易政策や貿易取引による生物多様性への依存
と影響を周知させることを通して、国際貿易協定から国内法規に至るまで
あらゆるレベルでの革新的な変化に関する情報を提供することを目指して
いる 120。

現在、個々の組織が行ってきた自主的な持続可能性に関する公約を超え、
輸入側の国や地域圏が管轄する法的拘束力を持ったデューデリジェンス措
置を実現しようとする機運が世界規模で生まれつつある 121。例えばイギ
リスでは、環境法の付則 17 において、輸入品が持続可能な方法で生産さ
れたものであることの証明を義務化するデューデリジェンスがすでに導入
されている。実施のための仕組みを定める関連法も現在作成中である。

アマヤー・ワイズィージンヒ
ニール・バージェス
（国連環境計画世界自然保全モニタリ
ングセンター（UNEP-WCMC））
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貿易ハブは、世界規模のサプライチェーンに由来する生物多様性の損失を
追跡するための指標を開発するなどして、各国間の貿易について継続的な
分析を行い、議論に直接的に資する情報を提供している 119。また、イン
ドネシア、ブラジル、中央アフリカ、中国、タンザニアなどのパートナー
国と共に、最終消費者などの下流の要求事項にも対応しながら、特に生産
者の生計が支援されるような、上流における公正で持続可能な取り組みの
実現に向けて道筋をつけようと努力している。

© Karine Aigner / WWF-US

コンゴ共和国、オシュウェで客のボトルに注がれるヤシ油
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多様化の重要性
現代の農業食糧システムの多くは持続不可能であり、現在の管理体制では持続
可能な開発目標にも適合していない。持続可能な開発目標（SDGs）を達成す
るには、人々を養い、地球の自然資源を持続可能にし、公正な生活様式を促進
し、レジリエントな生態系を構築することで、農業食糧システムを変革する必
要がある。

2021 年、53 の国と地域の 1 億 9300 万人近くが、危機レベルまたはそ
れ以上（IPC/CH フェーズ 3 ～ 5）の急激な食料不安に直面した。前回記
録的な数となった 2020 年と比べ、その数は 4,000 万人近く増加している
122。30 億の人々が健康的な食事を得られず、何百万もの子供たちが成長
阻害や衰弱に陥っている。その一方で、世界的な肥満率は増加の一途をた
どっている 123。

相互に関連しながら、さまざまに異なる世界的、地域的な危機が発生して
いる。現在も、ウクライナにおける戦争などの紛争、経済の停滞、そして
長引く新型コロナウイルス感染症の影響により、さらに何百万もの人々が
貧困と飢餓に苦しんでいる。収入、雇用機会、資産とサービスに対するア
クセスの大きな不平等によって、特に小規模生産者、女性、若者、先住民
の脆弱性が増し、食料と栄養の不安定が加速している。

手頃な価格で栄養のある健康的な食事をすべての人々に提供し、同時に持
続可能性という側面で経済、環境、社会を改善するために、効率的で包括的、
かつレジリエントで持続可能な農業食糧システムを構築することが、これ
までにないほど重要になっている。

さまざまなレベルで、かつシステム全体のさまざまな要素にわたり、多様
化を核とする農業食糧システムの根本的な変革が喫緊に必要とされてい
る。

食料生産の多様化、特に、作付けする農作物と家畜のシステム全体にわた
る多様化は、生産性を向上し、気候変動に対するレジリエンスを高め、病
虫害に対する耐性を強くし、経済的な打撃を緩和し、農作物の生態的性能
を改善し、生物多様性を保全するための手段となる 124。

世帯レベルでは、リスク管理、セーフティネット、労働市場の多様化によ
る収入源の多様化が、個人のウェルビーイングを向上するために重要であ
る。

イスマハネ・エロウアフィ
（国連食糧農業機関）*

プリエトモニンダー・リッダー
（国連食糧農業機関）*

モナ・チャヤ
（国連食糧農業機関）*

トーマス・ハーテル
（米国パデュー大学）

モラカット・タンティカローン
（タイ・モンクット王工科大学トンブリー校）

フランク・ユーワート
（ライプニッツ農業景観研究センター
（ZALF）、ドイツ・ボン大学）

＊この記事は著者の観点を示したものであり、
必ずしも国連食糧農業機関（FAO）の見解や方針
を反映したものではない。
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堅牢な市場と貿易による多様化、例えば複数の取引パートナーからさまざ
まな商品を輸入することは、食料供給の多様化を高めるために重要である
125。

連結性が十分に確保されたサプライチェーンの多様化は、衝撃やストレス
を吸収し、回復するために不可欠である。最後に、食生活の多様化は消費
者レベルで健康と栄養の状態を高めるために欠かせないものである。

このように、農業食糧システムの多様化には複数のメリットがある。ただ
し、農業食糧システムにおける生産やその他の部分の多様化の間には複雑
な相互作用があるため、さらなる注意が必要である。

図 17：食料システムのレジリエンス向上のための食料システムの多様化。
出典：Hertel et al. (2021)124 より作成
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革新的な変化は人間と自然
を中心に置く必要がある
さまざまな分野を統合し、社会的・環境的な公平の原則を移行の中心とすること
が非常に重要である。

革新的な変化にとって重要となるのは、分野横断型の統合的なアプローチ
（「ネクサスアプローチ」と呼ぶ）を採用し、生物多様性、気候変動、その
他の SDGs 間の相互に有益な解決策を促進し、トレードオフを伴う解決策
を回避することである 39, 109, 112。相乗効果が得られる例としては、残され
た森林を保護し、生態系を回復するなどの取り組みが含まれる。これは「自
然に基づく解決策（NbSs）」とも呼ばれ、生物多様性と気候変動の両方に
メリットがある方法として推奨されている。他の地域での温室効果ガス排
出や生態系の悪化をオフセットする可能性もあることから、こうした解決
策に対する関心が高まっている。ただし、適切な設計を行い、相互のメリッ
トを維持するには、適切なセーフガードが必要となる。自然の草原に植林
したり、外来種の単作によって森林生態系を再生したりすることは、生物
多様性には有益どころか、かえって悪影響を及ぼす。

モデルやシナリオを使えば、気候変動と生物多様性の相互の利益を最大化
し、トレードオフを最小化するための道筋を探るとともに、不可避なトレー
ドオフを特定することもできる（「未来のモデリングフロンティア 1」参
照）。技術的に困難でも（「未来のモデリングフロンティア 2」参照）、モ
デルやシナリオによって、統合的な考え方やネクサスアプローチに向けて
ガバナンスや政策に必要なシフトを起こす後押しができる。上述の道筋に
おけるコンセプトは、間接的かつ、場合によっては非常に離れた相互関係
についても配慮する必要がある。例えば、世界規模のサプライチェーンに
おける相互関係のほか、広範な持続可能な開発目標の課題として淡水の使
用、汚染、貧困、飢餓などのその他の環境および社会問題を考慮する必要
がある。例えば、モデルとシナリオを利用することにより、気候変動に関
する取り組みの方法によっては、水の利用や汚染、生物多様性、健康と飢
餓などに関連する持続可能な開発目標を損なうリスクを伴うものもあるこ
とがわかる。しかし、食料システムとエネルギーシステムの持続可能な生
産・消費のための対策は SDGs のこれらすべての目標にとって有益である
ことが示されている 76, 126, 127。

デヴィッド・ルクレアー
（国際応用システム分析研究所）

ブルーナ・ファティシェ・パヴァーニ
（ブラジル国際持続可能性委員会）

デトレフ・ヴァン・ヴューレン
（ユトレヒト大学）

アーフケ・スキッパー
（ラドバウド大学）

マイケル・オーバシュタイナー
（オックスフォード大学）

ニール・バージェス
（国連環境計画世界自然保全モニタリ
ングセンター（UNEP-WCMC））

ロブ・アルクメイド
（ワーゲニンゲン大学・研究センター）

ティム・ニューボールド
（ロンドン大学ユニバーシティ・カレッジ）

マイク・ハーフート
（ヴィッズアリティ及び国連環境計画
世界自然保全モニタリングセンター
（UNEP-WCMC））
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ネクサスアプローチは、世界全体から国内の地域レベルまで、空間計画ツー
ル（「未来のモデリングフロンティア 4」参照）などの保護再生活動の支
援にも利用でき、複数の目標に関して再生活動の優先度を決定する際に役
に立つ 128。

変革のための資源を動員できる能力、物質的に基本的な生活状態を満たす
レベル、環境悪化に対する予想される脆弱性、現在進行中の環境悪化に対
する歴史的な責任などの要素は、さまざまな国、分野、関係者に公平に配
分されているわけではない。国連気候変動枠組条約および国連生物多様性
条約における各国間の交渉では、変革における労力をどう公正に分担する
かが議論の焦点となっている。例えば、先進国は他の国よりも高度に発展
しており、影響の緩和や適応のために投資する能力が高いため、将来の環
境悪化による影響は小さいかもしれない。しかし、これまでに累積した温
室効果ガスの約半分は先進国によるものである。公正性の原則を適用すれ
ば、先進国は他国に先駆けて排出削減を実施し、気候変動の緩和と適応の
ための国際的な財政支援に貢献しなければならないことになる。

持続可能性への移行は、人々の生活や生計にプラスとマイナスの両方の影
響があるが、既存の不平等や不公正を助長するのではなく、これを低減す
るものでなければならない。そのためには、価値と権利、すべての人々の
利害を認識し、権利に基づくアプローチと十分な手順に従ったメカニズム
へ向かってガバナンスのシフトを行い、効果的で包括的な関係者の代表参
加や、活動のコストとメリットがさまざまな関係者の間で分担されている
かを組織的に評価する体制が必要となる。

やるべきことは山積だが、モデルやシナリオを使用する作業によって、各
国間での気候変動緩和対策の分担についてさまざまな公平原則が意味する
もの 129, 130、すべての人に品位ある生活水準を確保する際の気候変動の潜
在的な影響 131、また「自然がもたらすもの」における配分の側面につい
て研究が行われている 132。また、さらなる生態系の悪化による経済的影
響 133、個別の保護目標を達成するための資金ギャップ 134、生物多様性の
ための野心的な対策を設計するなかで公平性の問題をどう取り入れるかに
ついても研究が行われている（「未来のモデリングフロンティア 3」参照）。
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ザンビアにおける
自然林再生支援
ザンビアの森林は、アクセスが自由な区域の管理体制が脆弱であったり有
効に機能していなかったりするため、大規模な森林伐採が行われ、深刻な
脅威にさらされている。ザンビアの森林伐採の主な原因は、木質燃料（炭
や薪）、農業の拡大、木材採取、山火事、採鉱、インフラ開発などである。

「自然林再生支援（Assisted Natural Forest Regeneration）」プロジェクト
では、「クライメート・スマート・アグリカルチャー・アライアンス（Climate 
Smart Agriculture Alliance：CSAA）」がザンビア中央州の農民と共同で、
伐採された区域の自然再生を管理している。自然再生は外部の介入なしに
時間をかけて行う必要があるため、地域コミュニティの農民たちが再生中
の区域を保護するために火災防止や継続監視などの訓練を受けている。地
元の農民は森林の再生・保護活動に積極的に参加している。農民たちは、
こうしたコミュニティにおいて自然を守る後見人としての伝統的なリー
ダーの役割を果たしている。
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ザンビアのルワンガ川沿いで、火災に対する備えを行う女性
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未来のモデリングフロンティア 1：
気候変動と生物多様性についての
活動を統合する道のり

近年、地球の生物多様性シナリオ研究は、これまでの予測調査から、望ま
しい未来の自然の目標を達成する戦略を特定する作業へと焦点が移行して
きた 76, 135。戦略を有効なものにするには、生物多様性の変化の直接的要
因と間接的要因に対応し、その他の持続可能な開発目標との相乗効果やト
レードオフを考慮に入れる必要がある 136-139。IMAGE-GLOBIO の枠組みを
使用し、自然を回復に向けた道筋に乗せ、かつ気候変動を食い止め、豊か
さを求めながら増加する世界の人口に対応する食料を確保するために、2
つの対照的な戦略の有効性を評価した 179。

2 つの戦略には、自然に対する異なる価値観 140、多様な地域・フィールド
での保全活動、農業生産システムの差異が反映されており、「ソリューショ
ンスペース（解決策の方向性や種類）」についての私たちの視野を広げて
くれる。研究結果によれば、どちらの戦略も生物多様性の損失傾向を反転
させることができるが、それは各地域・フィールドでの保全活動をエネル
ギーシステムと食料システムの改革、食品廃棄物の最小化、動物製品の消
費の低減、もしくは気候変動対策と組み合わせた場合に限られることが明
らかとなっている（図 18）。

アーフケ・スキッパー
（ラドバウド大学）

デヴィッド・ルクレアー
（国際応用システム分析研究所）

ロブ・アルクメイド
（ワーゲニンゲン大学・研究センター）
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図 18：2 つの対照的な保護戦略による保護
対策の 2050 年の生物多様性の完全度に対
する貢献度とベースライン比較
生物多様性の完全度は、 GLOBIO モデルの
平均生物種豊富度（MSA）指標で表される。
(a) 地球全体の陸上平均生物種豊富度
(b) 2050 年の陸上平均生物種豊富度の減少
防止に貢献する対策
出典：Kok et al. (2022)179 から作成
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未来のモデリングフロンティア 2：
生物多様性に対する土地利用と気候変動の
影響についてのモデリングの改良
モデルとシナリオによる研究においては、気候変動と土地利用の変化の両
方の生物多様性に対する影響を明らかにすることで、生物多様性と気候の
野心的な目標達成に向けた道筋を研究している（「未来のモデリングフロ
ンティア 1」参照）。しかしながら、生物多様性に変化をもたらすこれら 2
つの主要な要因は相互に補強し合うことがあり 141–144、これには 2 つの理
由がある 145。第 1 に、土地利用の変化はランドスケープの分断につながる。
これにより、種の移動が困難になり、気候変動への対応が難しくなる 144。
第 2 に、自然な生息地が人の利用する土地（農地や都市）に変化すること
で、地域の気候が変化（主として、より高温で乾燥した環境の醸成）し、
地域の気候温暖化の効果をさらに促進する 146。こうした相互作用により、
統合的なアプローチの重要性がさらに明らかになるものの、モデル化する
にはさまざまな課題がある。どこにおいても通用するわけではないことに
留意が必要であるものの 148、最近の研究結果から、ランドスケープ内に
自然な生息地が増えれば、土地利用の変化による生物多様性への直接的な
影響が反転し、その地域の気候条件や回廊をより涼しく、湿潤にすること
で気候変動の影響を緩和できることが示されている 143, 144, 147。
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アフリカの多目的ランドスケープ
現代社会が直面する複雑で相関する課題に対応するには、緊急かつ革新的な行
動が必要である。気候変動、生物多様性の損失、水不足、食の安全、貧困といっ
た問題に対しては、縦割り式の断片化したアプローチでは適切に対処できな
い。新たなアプローチは、自然を意思決定の中心に据え、さまざまな部門間あ
るいは部門内部で連携して成功を目指す行動を呼びかけている。

ギニア東南部から西はシエラレオネ、南はリベリア、東は象牙海岸と、国
境を越えて広がる森林ランドスケープがある西アフリカでは、ファウナ・
フローラ・インターナショナルがパートナーや関係者とともに、持続的な
開発の中心に自然を置き、CALM（Collaboration Across the Landscape to 
Mitigate the impacts of development（開発の影響を緩和するための地域
全体の連携））の枠組み 149 を導入している。

この地域は生物多様性が豊富である一方、急速に人口が増加している。郊
外の多くのコミュニティは自給自足の小規模農業で生活しており、土地
の利用と自然が与えてくれる基本的な生態系サービスに大きく依存してい
る。このランドスケープには、自然資源の採取に依存する複数の経済分野
が存在しており、計画中の大規模採鉱プロジェクトや関連輸送インフラに
より大きな影響を受けることが予想されている。生物多様性とコミュニ
ティに対する影響が累積して重大な結果に至る可能性がある。

ピッパ・ハワード
ニッキー・ジェンナー
コイガエ・トウポウ
ネウス・エステラ
メアリー・モロクー＝オドジ
シャドラッハ・ケーヴィライン
アンジェリク・トッド
（ファウナ・フローラ・インターナショナル）
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CALM は、ランドスケープアプローチ、緩和ヒエラルキー、社会経済学シ
ステムのコンセプトなどの既存のコンセプトやアプローチの長所を利用す
る。この枠組みは、土地利用や開発プロセスに自然を組み込み、持続可能
なランドスケープという共通の目標に向けて広範な連携と協力を求めるも
のとなっている。

また、複雑な多目的の利用がある地域において、同時に複数の開発が進行
または予想されている場合にこの枠組みを使用することで、現状の従来ど
おりの管理体制の弱点に対応し、ランドスケープをレジリエントなものに
し、持続可能な開発を実現し、社会的および経済的価値を存続させ、向上
させることができる。

それぞれの意思決定において、プロジェクトや活動は少しずつ森林を伐採
し、河川や土壌を汚染し、自然資源が回復する以上の量を採取するため、
結果として自然資源に依存する種や生態系や人間に対する累積的影響は深
刻なものになることが多い。その結果取り返しのつかない結果となること
が懸念されている 150。CALM の枠組みを運用しながら、ファウナ・フロー
ラ・インターナショナルはさまざまな関係者や組織に働きかけ、開発の影
響を受ける森林ランドスケープに対する理解を求め、対話を重ね、持続可
能なランドスケープという目標の達成に向け、集団および連携による行動
の機会を探っている。

1. 最優先自然保護地域の回避と保護に
より、生物多様性と生態系サービス
を維持する。

2. ランドスケープ全体で、誘発され蓄
積される影響を緩和し、管理する。

3. 劣化した生態系を回復し、将来的な
悪影響を回避し、最小化する。

土地利用者全員の
個人、集団、連携による行動が
ランドスケープアプローチの
以下の目的に貢献する：

図 19：CALM 枠組みの概要
個人、集団、連携による行動がすべて
ランドスケープの目標に貢献する。
出典：FFI (2021)149 から作成
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革新的な変化を起こすために経済学に
必要なもの何か
経済学の本質は、物資に限りがある状況下で行う人間の選択とその選択による
社会への影響を研究することにある。簡単に言えば、金銭だけではなくさまざ
まな形態のウェルビーイングに価値を置き、限りある資源に対応した経済に移
行する必要がある。

従来の環境政策と環境管理は、主として自然の悪化の直接的な要因に対応
するものだった。例えば、森林伐採は生物多様性の損失の直接的な要因と
なり、農薬の過剰使用は土壌や水の汚染につながる。これらの必要性は認
めつつ、科学者や政治家の間で、このような従来型の保護アプローチだけ
では人間の経済や社会が自然を利用し、自然との関係悪化に変化を起こす
ことはできないという認識が広がっている 39, 76, 112。

自然の悪化の根本原因を削減するには、現代社会の人間の生活の仕方に対
する緊急かつ大胆な「革新的な変化」が必要となる 151。これらの原因は、
人口（人口動力学など）、社会文化（生産と消費のパターン、ステータス
を求める行動など）、金融（GDP による成長や投資または収益による富の
増大の重視など）、技術に関連する場合もあれば、不十分な制度やガバナ
ンスに起因する場合もある。

あらゆる状況において、自然悪化を招いている究極の原因は、個人、世帯、
企業、組織がそれぞれの目標達成のために限りある自然資源を浪費してし
まっていること、また、自然に割り当てる価値が軽視されていることに起
因している。

フランシスコ・アルツァー
ジャンヌ・ネル
（ワーゲニンゲン大学・研究センター）

図 20：
従来の保護活動は主として生物多様性の
損失に直接関係する原因（生息地の減少
や種の過剰搾取など）、あるいはこうし
た事象を引き起こすパターンの理解（種
の減少に関連する経時的な土地利用の傾
向など）に着目してきた。このアプロー
チによってこうした事象に対応し、事象
に対する予測や計画を立てることができ
るようになったものの、そもそもこうし
た事象やパターンにつながる根本原因、
いわゆる「間接的要因」は無視されてい
る。革新的なアプローチでは、全体構造

（経済学、政治や社会のシステム）およ
び人間と自然の関わりを構成する価値や
規範といった間接的要因に注目する。
出典；Abson et al. (2017)181 より作成
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求められる革新的な変化を促進するためには、経済学に組み込むべき主要
な 3 つの原則がある。

人間と自然が繫栄する未来の構築は、社会が自然を
大切にし、日々の行動にいかにそれを反映するかに
かかっている。

さまざまな見方や多くの価値観（金銭にかかわらないものを含む）が、毎
日の行動や判断に影響を及ぼす。制度は社会的規約、規範、規則にこうし
た価値を明確に組み込む。ただ、現在の制度や政府の政策は、近視眼的に
自然の悪化を助長しており、破壊的な行動を積極的に奨励したり、規制し
なかったりする。化石燃料を安価にしたり、土地の開墾費用を軽減したり
するような有害な補助金は、2020 年に 4 ～ 6 兆米ドルにのぼると推定さ
れており 38、共同で利用すべき既存の自然資源の管理には法制度の基盤が
なく（自主的な奨励金など）、責任も明確化されていない。結果として、
例えば人間にとって不可欠のサービスを提供する世界の海洋、熱帯雨林、
湿地などの重要な自然インフラの保護に失敗することも多い。

金融システムや経済システムに自然を明確に組み込
むことで、持続可能な行動へ向けた選択にシフトで
きる。

経済的観点から見た場合、3 つの世界規模の変化が重要となる。

商品やサービスの価格に、環境や人間への影響に関する社会の真の費用を
反映し、食料からスニーカーに至るまでの消費財の需給バランスを自然の
回復能力の限度内に収めるようにする。

社会的費用便益分析などの経済ツールの使用や長期的な視野に基づく最適
化を、企業、金融機関、国際組織の信頼できる意思決定において国際的な
基準を実施すべきである。例えば、国際的な銀行が融資するインフラプロ
ジェクトに対しては、徹底的な社会的費用便益分析を実施するべきである。

重要な自然資源（海洋、河川、水辺の森林、湿地など）の公共性に対する
認識を高めることで、ガバナンスや事前のセーフガードなどで特別に配慮
することができる。
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日々の決定を支える選択の構造を変化させるさまざ
まな規模の取り組みにおいて、重要な介入点（レバ
レッジ・ポイント）を絞り、入念に計画された介入
を行って革新的な変化を引き起こすができる。

こうした介入策や関連する実現条件の設計では、社会経済体制全体にわた
り、さまざまな人や場所にまたがる競合する目標間のトレードオフや、政
策実施のための奨励金や政治的障壁などの役割を考慮する必要がある 152。
革新的な変化には、規制、社会全体の参加、行動や市場に基づく手段を組
み合わせ、同時に有害な補助金や阻害要因を廃止することが必要となる
153, 154。

図 21：システムを転換させる力学
変化の主体とさまざまな介入によって、持続可能な利用、生産、消
費、貿易に向けた革新的な歩みを開始させ加速させる状況を作り出
すことができる。
出典：Chan et al. (2020)180；Lenton et al. (2022)155

社会システムを変容させるための
条件の醸成

介入点（レバレッジ・ポイント）での
革新的な変化の発動

変化の主体

介入の組み合わせ
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道端で見つけたカメレオンを手に乗せるドゥザメ・シェヒ。ケニア、クウェールカウンティ、ドゥゾンボ村
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地球のためにテクノロジーを活用
経済学は単純だが、、科学は複雑である。テクノロジーは、地球の自然資源の
探索、モニタリング、モデリング、そして最終的には持続可能な管理に役立つ
だろうか？

経済学は単純である。現代社会の基礎は、気候、生態系、種のもたらす自
然資源の利用によって成り立っている。

科学は複雑である。自然のシステムがどのように形成され維持されるのか、
かく乱されるとどのように不安定になるのかを知るには、物理学、化学、
生物学、生態学の深い知識が必要な複雑な作業になる。

これらのシステムについての私たちの理解も完全ではない。地球上で人間
が発見した種はごく一部に過ぎず、ましてや人間が完全に依存する自然の
バランスについては、これを実現するためのさまざまな種の特性や相互作
用に関してごく初歩的な理解しか持っていない。

ただわかっていることは、人間があまりにも長い間、未来の環境から借り
てきたもので現在の経済を動かそうとしてきたということだ。気候が急速
に不安定になり、生態系が衰退し、種が絶滅に向かっている。私たちは現
在、今までの借金を払うか、現代社会のインフラの不安定化を継続するか
という喫緊の選択を迫られている。

論理的に考えれば、答えははっきりしている。これまでどおりの生活を継
続することはあり得ない。私たちは、やるべきことを知っている。大気中
に蓄積した温室効果ガスをゼロにし、森林、田野、水域の破壊を止め、種
の減少や絶滅をなくすことである。

とはいえ、疑問は残る。こうした目標を達成するための政策はどう策定す
ればよいのか、そしてどのように政策を実行し、かつ保護対象の自然シス
テムについて基本的理解を継続的に向上させながら、政策の効果をどう測
定すればよいのか？

ルーカス・ジョッパ
（マイクロソフト）
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こうした疑問に答えるテクノロジーが、今は存在する。衛星、スマートフォ
ン、現場の機器に搭載されたセンサーからの前代未聞の量のデータを収集
し、先進アルゴリズムによる膨大な計算力を組み合わせれば、自然システ
ムの管理に関して分類、予測、意思決定ができる。カメラ、音響、ゲノム
によるセンサーを使って新たな種を探し、世界中の森林や保護区域の伐採
状況をリアルタイムにモニタリングし、最も脅威にさらされている生態系
についてモデリングと予測を行い、意思決定を支援する枠組みにより、こ
の生態系を管理できる。もし、私たちにその気さえあれば。

目の前の課題は、技術的な能力だけではなく、人間のやる気に関わってい
る。地球を保護するために情報時代のインフラを活用するには、そのため
の迅速な、目的を明確にした、協調した世界規模の合意と投資が必要にな
る。単なる実験レベルを超えた、世界各国の政府や組織が実際に展開でき
る現実的な成果を提供する必要がある。順応性の高い方法で世界を管理で
きるように、反復可能な報告の枠組みに情報を提供する取り組みが必要で
ある。この『生きている地球レポート』は、世界中の生態系からの情報を
収集し、システムの維持とアラート対応を行う専門の科学者がその情報を
一元的に管理する膨大な技術インフラに支えられていると想像することも
できるだろう。私はそう想像している。

今こそ、想像よりも実行するときだ。テクノロジーを地球のために活用し、
地球の自然資源を発見し、モニタリングやモデリングを行い、最終的にこ
れを管理しなければならない。これは人類社会ができる最も価値ある投資
になるだろう。人類の未来を確保しながら、過去の負債を清算することが
できるのだ。
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ケニアのカプタガットの緑化
「私たちの世代は過去の先駆者たちから世界を受け継ぎ、持続可能性に立脚す
ることで最大の貢献ができる。ただ、課題はそれほど単純ではない。地球に残
された自然を守るのは、時間との闘いだ。マラソンのように毎分毎分が大切に
なる。私たちの世代のアスリートは、自分たちの森林を守るためにこのマラソ
ンを走る」。著名なマラソンのチャンピオンであり自然保護のリーダーである
エリウド・キプチョゲ博士

32,941 ヘクタールのカプタガット地区は、13,000 ヘクタールの森林を擁
し、ケニアの 5 大水源であるチェランガニーエルゲイヨ丘陵の生態系に含
まれる 156。高度が高いこととその気候のために、この地域は多くのトッ
プアスリートがトレーニングを行う場所となっている。著名なマラソンの
世界チャンピオンであるエリウド・キプチョゲもそのひとりだ 157。

ケニアの多くのランドスケープと同様、カプタガットも気候変動、持続不
可能な農業、違法な森林伐採、過放牧、森林の転用、森林火災、地滑りな
ど、数々の脅威に直面している 156。そこでケニア政府の開発戦略である

「ケニアビジョン 2030」（ケニア憲法、2010 年、ケニア政府、2016 年）
に従って、WWF ケニアとエリウド・キプチョゲ財団は、「カプタガット
の緑化：森林中心のランドスケープにおける農林業とクリーンエネルギー
ソリューションの確立（Greening Kaptagat: Establishing Agroforestry and 
Clean Energy Solutions within a Forest-Based Landscape）」というプロジェ
クトを実施している 160。

コミュニティの住民と共に、政府当局や熱心な自然保護活動家たちと連携
し、過去 2 年で 225 ヘクタール以上の土地を再生することができた。女
性や若者のグループや、地域コミュニティの森林グループが所有・運営す
る育種圃場から苗木を調達することにより、収入増を図り、生計の向上に
つなげた。全体としてカプタガットの緑化プロジェクトは、1,000 ヘクター
ル以上の伐採された土地または劣化した土地を再生させ、1,000 人以上が
土地の生産性向上によって利益を享受することを目指している。

また、持続可能な農作物栽培と畜産を地元の農民に教えることで、特に過
放牧や森林の農場転用によるランドスケープへの影響も減少する。穀物サ
イロとポリ袋を利用することで、収穫後の損失も低下する。このプロジェ
クトは、国内外に対し気候変動対策を主流化させる政策を呼びかけるため
にも効果を上げている。

ジャクソン・キプラガート
ジョエル・ムインデ
キウンガ・カレコ
ギデオン・キブシア
（WWFケニア）

エリウド・キプチョゲ博士
（2度のオリンピック覇者、グラスゴー
で開催された COP26 のケニア代表）
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2020年、第4回年次カプタガット植林運動に参加するエリウド・キプチョゲ博士。博士はエリウド・キプチョゲ財団を通じ、
WWF の「カプタガット緑化地域再生プログラム（Greening Kaptagat Landscape Restoration Programme）」の一環として、
ケニア政府と地域コミュニティと共にカプタガットの森林50ヘクタールの管理を請け負い、回復に取り組んでいる。
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未来のモデリングフロンティア 3：
生物多様性の歩みに公平性と公正を
取り込む

公平で公正な変化を実現するためには、社会の中の少数派集団を的確に認
識して意思決定に参加させ、努力と利益の公平な分担について検討するな
ど、複数の介入が必要になる。気候変動対策では各国の取り組みの分担に
関して各種の公平性の原則が考慮されているものの 129、生物多様性につ
いてはまだそれほど進捗していない。このため、「ポスト 2020 生物多様
性枠組」の実施において大きな障害となる可能性がある。世界全体の自然
生態系のネット・ゲインなどの大きな目標を達成するために、各国の間で
どのように公平に活動を分担できるだろうか？

土地利用の変更に関する現状の予測では、自然生態系の全体的なネット・
ゲインを把握することができるが 76、各国間での取り組みの分担は公平だ
ろうか？こうした予測は、歴史に基づく責任や開発の権利といった公平の
原則を適用するために提唱されている枠組みの考え方におおよそ合致して
いる 161。つまり、自然生態系の大部分をすでに転用し高度な発展を遂げ
ている国々には高いネット・ゲイン目標が求められるが、反対の状況にあ
る国々は管理下でのネット・ロスが認められることになる。

この構図を超えて、公正な変革モデルやシナリオを開発して、さまざまな
世界観を反映し、広範な別の公平原則に適合する道筋を探ることもできる。
開発したモデルを使って、保護回復活動の拡大による先住民や地域コミュ
ニティのリスクなど、さまざまな集団におけるさまざまな規模の取り組み
の分担と利益の配分を探ることも、また権利に基づくアプローチがもたら
す利点について調べることもできる。

マイク・ハーフート
（ヴィッズアリティ、国連環境計画
世界自然保全モニタリングセンター
（UNEP-WCMC））

デヴィッド・ルクレアー
（国際応用システム分析研究所）
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未来のモデリングフロンティア 4：
地域規模と世界規模の
生物多様性目標のモデリング

回復、保護、転換の活動から生じる利益と費用は、ランドスケープによっ
てかなり異なるだろう。優先的な区域の多基準最適化を行えば、農業の生
産性向上と生態系回復のための取り組みにより、生物多様性と「自然がも
たらすもの」に優れた効果が得られるはずである。最近のアマゾン 2030
イニシアチブでは、官民の意思決定者や国際協力・投資機関によるアマゾ
ン森林回復の費用対効果を最適化するため、空間的優先度マップを速やか
に作成して使用することを推奨している 191。

国連生物多様性条約の締約国の 2050 年までの行動目標について議論する
ため 192、世界規模の取り組みをさまざまなレベルで評価するモデリング
演習が現在実施されている 193。これらのシナリオが、地域レベルの回復
の制約を超え、農業と都市の拡大、人口増加、気候変動に関する将来の予
測を考慮に入れたものである点を指摘すべきだろう。

ブルーナ・ファティシェ・パヴァーニ
ベルナルド・バエタ・ネヴェス・
ストラスバーグ
パウロ・ダルヴァル・ブランコ
ラファエル・ロヨラ
（ブラジル国際持続可能性委員会）

実現可能な目標として、系統だった空間計画により、
生物多様性と「自然がもたらすもの」の減少曲線を
反転（ベンディング・ザ・カーブ）させ、環境と社
会経済の両方に同時に有益な結果をもたらすことを
目指さなければならない。
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私たちの望むアマゾン：
持続可能な開発への移行
アマゾン科学パネル（Science Panel for the Amazon）が作成した『2021 年
アマゾン評価報告書（Amazon Assessment Report 2021）』は、アマゾンに
ついてのこれまでで最も包括的で説得力のある科学的な概要であり、この地域
の存続および持続可能な開発についてのロードマップを示している。

240 名以上の科学者が作成に携わった「2021 年アマゾン評価報告書」は、
この地域の科学者たちと先住民や地元住民の知識に基づき、アマゾンの現
状、脅威、政策関連の解決策について記している。

アマゾンの現状と脅威に基づき、著者たちは 4 つの主要な取り組みを推奨
している。
(1) 転換点に近づきつつあるこの地域の森林伐採と環境悪化を直ちに禁止
すること
(2) 2030 年までに森林伐採と環境悪化をゼロにすること
(3) 陸上および水域の生態系を回復すること
(4) 健全な森林と河川の包括的で公正なバイオエコノミーを実現すること
である。

アマゾン流域の 17％で森林伐採が進み 162、さらに生物群系の 17% にお
いて劣化が見られる 163 現在、これらの取り組みは喫緊の必要性に迫られ
ている。こうした現状は、炭素の吸収量が 1500 億～ 2000 億トンに及ぶ
164, 165、地球の気候システムにとって不可欠なアマゾンと、熱帯の生物の
多く（維管束植物種の 18％、鳥類の 14%、哺乳類の 9%、両生類の 8%、
魚類の 18%）が生息するこの地域の生物多様性を脅威にさらしている（参
考文献 166 および 167 のデータを使用して科学パネルがアマゾンの生物
地理学的限界について計算したデータ）。

現在、アマゾンの 27% は先住民の土地となっており、そこでは森林伐採
の割合は最も低い 168。彼らの権利を保護・強化し、持続可能な開発を進
めるため、アマゾン科学パネルは科学、テクノロジー、イノベーション、
先住民と地域コミュニティ主導の土地の保全に投資することを検討してい
る。これはアマゾンおよび世界にとって壊滅的な事態を回避するために不
可欠である。

カルロス・ノブレ
（サンパウロ大学高等研究所）

メルセデス・ブスタマンテ
（ブラジリア大学）

シェルマン・ポヴエダ
（コロンビア国立大学）

マリエロス・ペーニャ＝クラロス
（ワーゲニンゲン大学）

エマ・トーレス
（国連持続可能な開発ソリューション
ネットワーク）
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アマゾン住民の権利、知識、
ウェルビーイング
先住民と地域コミュニティの
基本的権利を認識し、保護する

知識による対話と一般市民の参加、意思決定を
効果的に実施している

文化の多様性とジェンダー平等を追求している

異文化教育と能力強化の機会を提供する

アマゾン住民がいきいきと暮らし、
ウェルビーイングが向上している

健全な
森林と河川の

バイオエコノミー
科学的知識と

先住民や地元住民の知識が連結し、
拡大している

生物資源の使用に関する包括的なモデルが
実施されている

アグリビジネスの生産と
低炭素開発のための革新的なアプローチが

実施されている

自然の保護と回復
保護・回復において革新的な

アプローチを実施している

保護区域のネットワークを
効果的に実施し管理している

水系および陸上の生態系を保護し、
持続可能な方法で使用し、回復させている

レジリエンスとランドスケープの
連結性を回復させ、維持している

ガバナンスと
資金調達
知識に基づく政策が策定され、
実施されている

資源と投資のために持続可能性志向の
グローバルパートナーシップが確立している

意思決定において実効性のある
市民社会の参加が確保されている

アマゾン一帯および
多国間でのアマゾン諸国間で連携し、
違法な活動が排除されている

図 22：
「生きている持続可能なアマゾンのビジョン（Vision of the Living and Sustainable Amazon.）」に
向けた公平で公正な変革のための複数かつ相関する側面。
出典：Science Panel for the Amazon (2021)169
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2025 年までにアマゾンの 80% を
保護区とするための緊急要請
511 の 部 族 と 部 族 連 合 を 代 表 す る ア マ ゾ ン 先 住 民 組 織（Amazonian 
Indigenous Organizations）は、差し迫る転換点と地球の危機を回避する緊急
策として、2025 年までにアマゾンの 80% を恒久保護区とするための世界的
合意を要請している。

アマゾンは世界最大の熱帯林であるとともに世界で最も豊かな生物文化の
多様性がある地域である。500 以上の先住民族が暮らす土地であり、う
ち 66 の部族は、自発的に孤立し初期の接触状況にある先住民である 172。
アマゾン川は世界の淡水の約 20% を有しており 173、先住民の土地はアマ
ゾン流域の 237 万平方キロメートルを占めている 174。アマゾンの先住民
地区はアマゾン地域の地上炭素の約 3 分の 1（32.8%）（2824 万 7 千ト
ン）を吸収しており、気候変動の緩和と適応のために多大な貢献をしてい
る。2021 年、IUCN はこうした先住民地区を「持続可能な環境保護の空間」
としてその役割を明確にした 175。

これは科学データであり統計データだが、私たちアマゾン先住民にとって
は、アマゾンはそれだけではない。この地は過去、現在、未来が収束する
場所であり、先祖や山川や動物との繋がりであり、エネルギーそのもので
ある。アマゾンは私たちの故郷であり、食物と癒しの源である。つまり、
命そのものだ。

しかしながら、政府や国の指導者たちはこうした見方を理解せず、環境と
社会を保護するために先住民の統合的アプローチを使用しようとしない。
結果として、私たちの土地に対する影響や脅威が進み、アマゾン地域を危
険な転換点まで追い詰めている。

科学によれば、森林減少と森林劣化を合わせて 20 ～ 25％の閾値が転換点
であることが示されている 177。データによれば、アマゾンの 26% におい
てかく乱が進行している状態 176 である。これには森林の環境悪化、度重
なる森林火災、森林伐採が含まれる。これは未来のシナリオではない。現
在私たちはこの地域における継続的な破壊を目の当たりにしており、地域
に壊滅的な影響が及び、気候の安定性という意味では世界レベルで悪影響
を及ぼしている。

グレゴリオ・ディアス・ミラバル
ザック・ロモ・パレデス・オルゲル
（アマゾン川流域の先住民組織の
コーディネーター（Coordinator
of Indigenous Organizations of the
Amazon River Basin: COICA））

アロンソ・コルドヴァ・アリエタ
（WWFペルー）
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世界的目標のリミットは 2030 年だが、8 年後には、私たちのよく知るア
マゾンは存在しないかもしれない。このシナリオに直面した私たち先住民
は、母なるジャングル、アマゾンを保護し、守り、消滅を食い止めるため
に地域や世界の人々と協力することを夢見ている。私たちは、アマゾンの
空気、水、薬、食料、そしてその精神的な恵みを必要としている。世界が
一丸となって対等な立場で議論の場につき、すべての知恵、テクノロジー、
知識を集め、大切にし、結合することによってしかこれはなし得ない。

このために、アマゾン地域の政府や先住民、グローバルコミュニティの支
援により、人類が直面する気候変動と生物多様性の危機に対する緊急対策
として、COICA は 2025 年までにアマゾンの 80% を恒久保護区とするた
めの世界合意を求めている。

これを実現するため、命を保証するものとしての私たちの土地の法的保護
が必要である。また、事前の自由なインフォームドコンセントに対する権
利、解決策としての先住民の伝統的な知識体系に対する保護と配慮、先住
民を守る人々の犯罪化や彼らに対する暴力・組織的脅迫・殺人の禁止、人
的資源と経済資源の管理のために先住民に対する恒久的技術サポートと直
接的な資金援助が必要である。

最後に、政治家や学者の方々、そして世界の人々に問いたい。アマゾンの
生物群系を無形文化遺産とし、アマゾンに生きるすべての生物が殺され、
焼かれ、汚染されるのを止めることは可能だろうか？この生態系を絶滅か
ら救うことは可能だろうか？　私たちは可能だと確信しているが、そのた
めには、先住民を尊重し、先住民がこのプロセスを皆さんと共に先導して
いくことが緊急に求められている。

COCIA について
アマゾン川流域の先住民組織のコーディネーター（Coordinator of the Indigenous Organizations of the Amazon Basin：COCIA）は 511 の先
住民族を代表して国際合意を得るために尽力する先住民組織である。先住民族のうち 66 部族は、「自発的に孤立し初期の接触状況にある先住
民族（Indigenous Peoples in Voluntary Isolation and Initial Contact: PIAC）」である。COICA はアマゾン川流域の 9 つの国に政治的、組織的
基盤を持つ組織を統合した団体である。

AIDESEP（ペルー）： ペルー・アマゾン民族間開発連合（Interethnic Association for the Development of the Peruvian Jungle）
COIAB（ブラジル）： ブラジル・アマゾンの先住民組織コーディネーター（Coordinator of the Indigenous Organizations of the 

Brazilian Amazon（Coordenação das Organizações Indígenas da Amazônia Brasileira））
ORPIA（ベネズエラ）： アマゾナス先住民地域連盟（Regional Organization of the Indigenous Peoples of Amazonas）
CIDOB（ボリビア）： ボリビア先住民連合（Confederation of Indigenous Peoples of Bolivia）
CONFENIAE（エクアドル）： エクアドル・アマゾン先住民連盟（Confederation of Indigenous Nationalities of the Ecuadorian Amazon）
APA（ガイアナ）： ガイアナ・アメリンディアン人民連合（Amerindian Peoples Association）
OPIAC（コロンビア）： コロンビア・アマゾン先住民族全国組織（National Organization of the Indigenous Peoples of the Colombian 

Amazon）
OIS（スリナム）： スリナム先住民組織（Indigenous Organizations of Suriname（Organization van Inheemsen in Suriname））
FOAG（仏領ギアナ）： 仏領ギアナ先住民組織連盟（Federation of Autochthonous Organizations of French Guiana（Federation 

Organizations Autochtones Guyane））
出典：https://coicamazonia.org/somos
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未来への道
今回の『生きている地球レポート』からのメッセージは明らかです。人間
が自然界に与えている圧力により、自然危機を深刻化させ、その結果、気
候変動の緩和や適応など、重要なサービスを提供する自然界の能力が損な
われているのです。人間による自然破壊は、パンデミックに対する脆弱性
を高め、最も弱い立場にある人々を最大の危険にさらしています。

まだ行動を起こすまでの時間は残されていますが、緊急性が求められてい
ます。ビジネスから先住民、地域コミュニティまで、さまざまなステーク
ホルダーによって多くの解決策が開発され、実施可能となっています。金
融の影響をよりよく理解し、調整するための新しい金融情報開示の取り組
みから、本報告書で詳述する多用途のランドスケープアプローチやケース
スタディに至るまで、様々な解決策に取り組む必要があります。

生物多様性の損失をもたらす要因は複雑かつ分野横断的であり、単一の単
純な解決策が存在しないことを認識することが重要です。そのためには、
政府、企業、社会を横断する行動を導き、推進するための、自然界に対す
る共通の世界目標が必要です。

2030 年までに生物多様性の損失を反転させ、ネイチャー・ポジティブな
世界を確立するという世界目標は、今の世代および未来の世代のために必
要なものです 193。世界目標であるからには、地球温暖化を 2℃、できれば
1.5℃に抑えるという目標のように、私たちを導く確固たる目標でなけれ
ばなりません。

種、個体群、生態系の健全性、豊かさ、多様性、回復力の増加を通じて測
定される、ネイチャー・ポジティブを今後 10 年で確保するための行動は、
私たちと自然との関係を早急に変革するために、誰もが取ることができ、
また国レベル、さらには世界レベルに採用することができるものです。

ギャビン・エドワーズ
スコット・エドワーズ
リン・リー
ギド・ブロークホーベン
（WWFインターナショナル）
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心強いことに、この機運は高まりつつあります。90 人以上の世界各国の
首脳が、「リーダーによる自然への誓約」に賛同し、生物多様性の損失を
逆転させることを公約しています。また 2030 年までに生物多様性の損失
を逆転させることを約束し、G7 首脳はネイチャー・ポジティブを確保す
る積極性を示しています。

生物多様性条約の COP15 は、世界のリーダーたちが、自然を大切にする
世界のために即座に行動を起こせるような、野心的な生物多様性の世界的
枠組みを採択するための重要な機会となります。

各国政府が、権利に基づいたおよびコミュニティ主導のアプローチを通じ
て世界の土地、淡水、海洋の 30％を保護し、残りの 70％において経済活
動に大きく起因する自然損失の要因に取り組み、全体として不十分な場合
はその行動を拡大し、生物多様性の保全と持続可能な利用に必要な資源を
約束すれば、ネイチャー・ポジティブの実現は手の届くものになります。「自
然への誓約」に署名した世界のリーダーたちは、早期の実施において特別
な役割を果たし、必要な資金確保を含め目標策定をリードしていく必要が
あります。

図 23：2030 年までのネイチャー・ポジティブに向けた自然のための測定可能な世界目標
出典 ：Locke et al. (2021)193
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環境問題の統合的な性質を認識することで、気候変動と生物多様性の両者
に有益な win・win の解決策を模索することが可能になります。気候変動
を 1.5℃の気温上昇に抑えるためには、生物多様性の損失を反転させるた
めの迅速な行動が不可欠であり、このままでは気候変動が生物多様性の
損失の主要な要因となることは、科学的根拠からも明らかです。人々の利
益にもつながるこれらの課題に取り組む解決策を特定し、追求することに
よってのみ、私たちは軌道修正し、より健全な自然界を確保し、持続可能
な開発目標の達成を支援することができます。

『生きている地球レポート 2022』は、私たちの生命維持装置である自然界
の健全性を示す現状を示しています。悲観すべき点もありますが、これか
ら取り組めることもあります。本書は、私たちが行動するためのきっかけ
となるものでなければなりません。ネイチャー・ポジティブを実現し、ネッ
ト・ゼロ・エミッションを実現し、すべての人にとって公平な未来を実現
するために緊急の行動が求められています。
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マダガスカル西岸地域の「バオバブの小道」のバオバブの木
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